
平成6 7年 度文部省

科 学 研 究 費 補 助 金
一般研究(C)

研究課題番号06610268

中学校 ・高等学校における教育多様化 のための

施設 ・設備の改革 と課題に関する研究

（国立教育研究所教育計画研究 室長)

平成9年6月

研究代表者屋敷和佳



は し が き

この報告書 は平成6～7年 度の文部省科学研究費による研究成果 をと りま とめた ものであ

る。

昭和62年 の臨時教育審議会答 申以降、初等中等教育の充実 と改革 の方策 として、教育内容

にお いては基礎基本の徹底、児童 ・生徒一人一人の個性 の伸長掲 げ られ、施設設備整備 に対

しては、教育方法当の多様化への対応が求 め られている。 また、その後平成3年 の中央教育

審議会では、高等学校 の改革 について、学科制度の再編や新 しいタイプの高等学校 の奨励 、

単位制の活用や学校 間の連携の促進な どが、一方、中学校 につ いては、学習指導要領 の改訂

によ り選択履修幅の拡大が図 られた。 これに対応 して、施設 ・設備面では多 目的スペースの

設置やコ ンピュータの導入は急速 に進んでいるとはいえ、既存施設を中心 に整備 にお ける制

約 は極 めて大 きく、今後 の具体的方針 を示唆する研究の蓄積が要請 されて いる。

こうした課題 に対 して、本研究で は次 のような視点 に基づいて検討 しようとした。すなわ

ち、施設 ・設備の改革は、従来 もっぱ らハー ド先行であ り、学校運営 ・学級経営 、学校制度、

学校文化な どかの検討はほとん ど行われていな い。施設 ・設備(ハ ー ド)と 教育方法や管理

運営(ソ フ ト)を トータル システム として捉 え、双方の溝 を埋 め、広 い視野か ら実効性のあ

る施設 ・設備 の展開 を目指すべ きではないか。

そ うした見地か ら、以下のような内容の研究を計画 した。

①特色 ある事例校への訪 問調査。高等学校 について は、総合学科設置校、単位制導入校 を

中心に、中学校 については教科教室型校舎 を持つ学校 を中心に聞き取 り調査 を行 う。

②多様化 に伴 う施設 ・設備 の改革の課題 の抽 出。上記の調査校だけでな く、 これまで の文

献調査や訪 問調査の資料 を総合 して、学校管理運営面、施設 ・設備の整備体制面か ら多

様化 に伴 う施設 ・設備 の改革の課題、具体的な施設 ・設備のモデル を考える場合 の条件

等 について検討する。

実際 の研究作業 は高等学校 につ いては総合学科校 に、中学校 について は 「教科教室制」 を

実施す る学校 に絞 って分析 した。 いずれ もその学種の最先端 の施設 ・設備整備が進 んで いる

か らである。研究費お よび資料収集 の制約な どによ り、当初 の計画通 りに進め られ たとはい

えないが、類似 の研究が極めて少ない現状か らみて多少の意義はあろ う。 もちろん不十分な

点 も多 いが、今後各方面か らご批判 をいただ いて、さらに研究 を深めて いきたい と考えてい

る。

平成9年6月

研究代表者 屋 敷 和 佳
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第1部

高 校 教 育 改 革 と 施 設 ・設 備 整 備



第1章 総合学科校の現状 と課題

1.は じ め に

生徒の能 力 ・適性、興味 ・関心、進路等の多様化 に応 じるために、現在高校教育改革が

進め られて いる。そ して、その高校教育改革のパイオニア としての役割が期待 されて いる

のが、総合学科である。本章では、総合学科 を置 く高校(以 下、総合学科校)を 対象 に、

高校教育改革を進めるうえで不可欠 な条件整備の一つである学校施設 ・設備を とりあげ、

その現状 と課題 について検討する。その際、施設 ・設備整備の実態 については、資料的意

義 もあることか らやや詳細 に記述 したい。

平成8年 現在、総合学科 校は国公私立合わせて全国で45校 が存在す る(資 料1)。6年

度に初めて7校(公 立6、 国立1)が 設置 され、7年 度設置校 は16校(公 立14、 国立1、

私立1)、8年 度設置校は22校(公 立21、 私立1)あ る。現在その第1期 校である6年 度

設置校が、よ うや く完成年度 の3年 目を迎 えた。 したがって本稿で は、姿がはっき りして

きた6年 度設置校 を中心 に分析 を進 めて いる ことをお断 りしてお く。今後 、総合学科校が

大き く変化することは十分あ りうる。

なお分析資料 は、訪問調査や郵送 による資料請求調査で入手 したものを中心 に用 いてい

る。

2.総 合学科 の教育課程等の特色

(1)開 設系列

総合学科 には、系列 と呼ばれる科 目選択 のめやす となる科 目群が設定 されて いる。平成

6年 度設置校 を見ると、益 田産業高校の2系 列、沖縄水産高校 の4系 列 に比べ、岩谷堂、

氏家 、木本、和歌山、筑波大附属坂戸の各高校では6～8系 列 と多 く、 しか も人文科学、

自然科学、情報、体育、芸術など多方面に渡っている。そ して、7・8年 度開設校 も合わ

せてみ ると平均的には6系 列が開設 されて いる。た いていの場合、開設系列数は総合学科

1学 年の学級数 と同程度 かややそれ を上回る数 とな ってお り、全体的には、学級数が多い

ほ ど数多 くの系列が設けられて いる といえる。

系列の種類 に関 しては、母体 とな った学科の影響を大 きく受けている。 とりわ け、専門
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学科のみの改編 によって総合学科 を設置 した高校と、普通科の改編によって総合学科を設

置 した高校では違 いがある。例えば、家政科 を改編 した益 田産業高校では 「生活文化」と

「生活福祉 」、水産関係3学 科を改編 した沖縄水産高校では 「生涯 スポーツ」 のほか 「流

通 ビジネス」「食品科学」 「海洋 生物」、そ して農業科、生活科 、機械科 、家政科か ら改編

を行 った筑波大学附属 坂戸 高校 では、「生物資源 」「エ コロジー」 「機械技術」 「メカ トロ

ニ クス」 「食物栄養」 「アパ レル」 「国際流通」 「ビジネス」が設け られて いる。 このよ う

に、専門性 を相当程度残 した系列が置かれ、一方で普通科 に対応する領域の系列が置かれ

ていない場合がある。逆 に普通高校か らの転換では、従来の伝統的な専門学科 をイメージ

した系列名 は見 られない。

また、母体が専門高校であるか普通高校で あるかの別 を問わず、「国際」「情報」「環境」

「福祉」 という名称 を冠 した系列が数多 く設定されてお り、現代社会の課題への対応をう

かがわせ る。

(2)科 目選択

総合学科では、地理 ・歴史 、公民、理科、家庭の各教科 の選択必修科 目以外 に、系列別

に整理された総合選択科 目および系列 に直接 関連 しない自由選択科 目が設け られている。

原則履修科 目である 「産業社 会 と人間」 「情報 に関する基礎 的科 目」 「課題研究」 の3科

目に、高校の必履修科 目35単 位 を加えた41単 位がすべての総合学科生徒が履修すべき単位

数であ り、残 りの50単 位程度 を総合選択科 目や 自由選択科 目か ら選択す ることになる。

しか し実際は、上記以外 に学校独 自に 「学校必修科 目」を設けている場合 もあるために、

学校 によっては選択の幅は狭まって いる。6年 度設置校の必履修科 目の単位数 は、研究開

発校である岩谷堂高校の28単 位は特例 として、他は41～44単 位である。 これ に対 して、7

・8年 度設置校 には50単 位 を超 える高校 も数校存在す る。その一つ、 「国際社会に貢献で

きる人間育成」 を教育理念に掲 げる晴海総合高校 は54単 位が必履修 となって いるが、 これ

は 「英語1」 「英語II」 な どを学校必修 とす るためである。また、56単 位 を必履修 とす る

十 日町総合高校では 「英語1」 「国語II」 が学校必修 となっている。

必履修科 目の単位数が多いだ け、総合選択科 目や 自由選択科 目か らの単位数は少な くな

るが、各高校の教育課程表な どか ら総合選択科 目と自由選択科 目とを合わせ た単位数を学

年別 に見 ると、平均 的には1年 次数単位、2年 次20単 位弱、3年 次20数 単位 といった構成

となっている。選択科 目の数(総 合選択科 目と自由選択科 目の計)は 、学科の規模(学 級

数)と 相 関し、大 ざっぱに見て1学 年5学 級規模 の場合100科 目前後である。

ただ し各高校にお いて、教育課程表 による学年別の総合選択科 目や 自由選択科 目の単位

数や選択科 目の数が、ただちに、実際の生徒の科 目選択の 自由度を示 しているわ けではな

い ことに注意が必要である。

つ ま り、選択する生徒数が少ないために開設されない科 目が出て来た り、時間割の編成
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の仕方によっては実質的 に選択の余地 のない場合 もあ りうるか らである。例えば、益 田産

業高校では1年 次7単 位 の総合選択科 目は特定 されていて選択の余地はない。さ らに、生

徒 の選択の結果(そ こには科 目選択 に対する教員 の指導 も入 って くるが)、 全ての生徒が

特定の科 目を選択 し事実上 「学校必修」 と変わ らない状況 も生 まれ る。氏家高校では 「英

語1」 「英語II」 は全員が選択 しているし、岩谷堂高校 でも平成8年 度入学生は全員が 「英

語1」 を選択 して いる。7・8年 度校 でも、結果 として全員がある特定の選択科 目を選択

す る高校 は一定程度見 られる。

(3)学 級編成

習熟度別 クラス編成は、科 目の選択 とともに生徒 の多様化 に応 じる方法であ り、総合学

科校では、習熟度別 クラス編成は少な くとも4分 の1程 度の学校で実施 されている'》。科

目は 「英語1」 や 「数学1」 であ り、高校 によっては 「国語1」 「英語II」 につ いても行

われている。習熟度別 クラス編成は主 として1年 次である。そ して、中には2ク ラス3展

開な どのよ うに小人数の授業 も見 られる。

科 目選択 を軸 とする授業展開は、学習集団を構成する生徒が替わることが多いことを意

味する。選択科 目が増える2年 次や3年 次では、ホームルーム集団を解体す る機会が多い

が、選択科 目が少ない1年 次で も習熟度別 クラス編成を行 う場合には同様である。

ホームルーム活動、学校行事 、生活指導、科 目選択 に伴 う教室移動 と密接な関連を持つ

ホームルーム集団の編成 の仕方は、総 合学科 にお いては、特別な基準 によ らないで 自然編

成する場合が主流であるが、時間割編成上、履修科 目が同 じであった り近 い生徒 をまとめ

る履修科 目別の学級編成 も4分 の1程 度の高校で行われている。それ も1年 次か らではな

く、2年 次か ら実施す るところが多 い。

なお、ホームルーム学級編成 の点で注 目されるのは、小人数の編成である。通常のホー

ムルームは生徒40名 で構成 されるが、半分に分 けて20名 とす る高校が数校あるほか、学級

数を増や し30名 程度のホームルームを予定 して いる高校 もある。ただ し、20名 のホームル

ーム編成はいずれ もホームルーム活動 に限定 され、授業は2つ のホームルームを合わせた

40名 を基準 に行われている。
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3.施 設 ・設 備 の整 備状 況

(1)平 成6年 度設置校

1)岩 谷堂高校

6年 度 に3階 建の総合実習棟 が新築 され、7年 度よ り授業に使われている。総合実習棟

は、介護用ベ ッ ドな どを備えた 「基礎看護実習室」、電子計算機一式を備 えた 「工業基礎

実習室 」、製図機器 を配備 した 「商業デザイ ン実習室 」、さ らに 「流通 システム実習室」

の4つ の実習室 と準備室か らなる。 また7年 度には、教室 を分割 し小人数の授業を行 うた

めの可動間仕切 りの設置、会議室や準備室か ら講義室への転用、学校間連携 によって通っ

て くる他校生徒用の下足箱 の設置、廊 下のロッカーの更新が行われた。

2)氏 家高校(図1-1)

6年 度 には、家庭経営保育室 ・準備室を 「情報処理室」に、第2被 服室 を 「生活文化多

目的教室」に改修 したほか、小人数授業への対応 として討議室(元 の定時制教室)に 間仕

切 りを設 けた。新改築 は、独立棟 である工芸彫刻室 を 「工芸 ・陶芸室」 として使用するた

めの改築 と相撲場跡地への 「トレーニ ング室」新築 とい うよ うに小規模なものにとどめて

いる。設備は、施設整備 に伴 ってパ ソコンや トレーニ ング機器 、さらに芸術系列用の器楽

・合奏のための備品類が整備 され た。7年 度 には、機能向上を目的 とする視聴覚教室か ら

LL演 習装置 を配備 した 「AV教 室」への改修 と第1調 理室か ら 「食物総合実習室」への

改修 、次いで教室の利用効率 を上げるために実験実習だけでな く普通科教科の授業に使用

できるように、第2生 物教室か ら 「総合理科室」への改修 と家庭実験研究室か ら 「多 目的

教室」への改修が行われ た。 「総合理科室」では伝統的な島形式の実験台 に代えて、生徒

が黒板面 を向いて着席でき、かつ実験が行 える小型で横長の実験台兼用の机が設置された。

3)木 本高校

7年 度 に 「看護総合実習室」 「保育 ・福祉総合実習室」 「国際経済総合実習室」 「情報応

用総 合実習室」 「化学工業総合実習室」 「デザ イ ン総合実習室」 の6っ の実 習室、普通教

室 の半分の広 さの講義室3室 、さ らに幾つかの準備室か らなる延床面積1,800㎡ の実習棟

が完成 した。 このほか、音楽、書道および家庭科 の準備室 に間仕切 りが設置 された。設備

は実習棟 の建設 に合わせて整備され、主要な ものには、環境科学系列 のバイ オ実験機器や

観測測定装置、 ビジネス系列のパソコン、国際教養系列 のLL演 習装置、芸術文化系列 の

シンセサイザーな どである。

4)和 歌山高校(図1-2)

6年 度 に4階 建延床面積2,000mの 実習棟 が建設 され 、7年 度か ら使用 されている。「製

図室」 「実習講義室 」 「機械工作室」 「電気計測室」 「情報処 理室」 「総合実践室」 「CAD

実習室」 「工芸実習室」 「更衣室」 「通信実習室」 「機械 実習室」 「FA実 習室 」「溶接実習
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室」 の諸室で構成され、電気、機械、情報分野な どの最新の設備が整備 されている。全学

年20名 のホームルーム教室は、余裕教室の転用による。

5)益 田産業高校

福祉分野の教室がなかったため、6年 度 に 「入浴実習室」 「福祉総合実習室」な どを持

つ実習棟を新築 した。さ らに、調理 もできるように食物実習室 を改修 し、美術教室 は福祉

関係 の講義室へ と改修された。7年 度には、保育実習室、家庭経営室 ・デザイ ン実習室、

普通教室か ら、それぞれ 「福祉実習室 」「被服教室」 「家庭経営室」 「デザイ ン実習室 」へ

の改修が行われた。設備整備は、 これ らの新築 ・改修 に伴 う内容で ある。

6)沖 縄水産高校

6年 度には、女子生徒 の増加 に合わせ新たに女子更衣室 と女子 トイ レを設置 したほか、

準備室か ら教室への転用 、会議室か ら総合職員室へ の転用、さらに総合学科のホームルー

ム教室 にす るための教室 の拡張が行われた。7年 度 にはバイオ実習棟が新築された。1年

次のみ20名 のホームルーム編成 を行 っているが、これは、選択 教室の転用 と専門学科のホ

ームルーム教室を専門学科実習室へ転用移転す ることで教室 を確保 した。

7)筑 波大学附属坂戸高校

8年 度に延床面積4,900㎡ の大規模な実習棟 を改築中である。新実習棟 には 「食品科学

微 生物実験室」 「生物 資源実習室」 「機械科学実験室」 「CAD室 」 「メカ トロ実習室」 「L

L教 室」 「保育家庭実習室」 「食物栄養 実験室」 「コンピュータ室」「多 目的室」 「被服実習

室」 「調理実習室」 「ビジネス実践 ・簿記実習室」 「アパ レルデザイ ン実習室」 「商業 デザ

イン実習室」な どの実験実習の諸室のほかに、ゼ ミ室や準備室が設け られる。 また、校舎

は、1棟 を取 り壊す とともに他 の2棟 については改修 を行 い、ホームルーム教室 となる普

通教室をまとめて2つ の階に配置 し、新実習棟 と2階 と3階 で接続の予定である。

(2)平 成7・8年 度設置校

以上のように、6年 度設置校は7校 いずれ も既設校であ り、校舎の改修あるいは実習棟

の新改築が行われている。これに対 して、7・8年 度設置校 には、宮城野 高校(図1-3)

と三木高校の新設校2校 が加わ り、 この2校 では校舎の新築が行われている。 さらに2校

の統合再編 によって新た に開設 された晴海総合高校では、既存施設 を残 さず校舎の改築を

行 っている。総合学科の設置 に合わせて校舎の全面新改築 を行 ったのは、以上の3校 であ

って2)生 徒の教室移動 に配慮 した平面構成 となっている点で特色が見 られる。

とりわ け晴海総合高校の場合には、普通教室を設けず、他方で国語、外国語、社会、数

学な どの教科について も専用 の教室 を設けた 「教科教室型」の校舎建築である点で注 目に

価す る(図1-4)。 図のよ うに、1年 次では各学級 ともホームルーム教室を持つが、2

年次以降ではそれ に代 って、 「ホームベース」 と呼ばれ るロッカーを備えた部屋がシ ョー

トホームルーム活動等に当て られている。
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図1-1

氏家高校 の整備計画

図1-2和 歌山高校 の実習棟整備計画



図1-3宮 城野高校平面図



図1-4晴 海総合高校

平面図および配置 図



4.総 合学科の設置 と施設の対応

(1)新 規開設科 目への対応

全面新改築 した高校は別 として、教室 の不足 はどの総合学科 にも共通 した施設整備上の

重要課題である。特 に、新たに開設する科 目を行 う教室があるか否かが問題 となる。その

際の教室 としては、広 さ(収 容能力)、 量(室 数)、 内容(形 状や設備内容)と い う3つ

の条件が満 たされなければな らない。 ここで、新規開設科 目に対す る各高校の対応方法 を

整理す ると、おおむね、実習棟の新 改築、校舎 の改修 、校舎 の増築、学校間連携、の4通

りに大別できる。もっとも実習棟の中に講義室やゼ ミ室、まれに普通教室を整備する場合

もあるが、ここでは普通教室 を中心 に構成 される校舎 とは一応区別 してお く。

平成8年 度設置校など今後の整備が不確定な高校 もあるが、現時点では、総合学科全体

の動向 としては、全体 の6割 の高校で実習棟の新改築(ほ とんどが新築)が 行われ、2割

以下の高校では校舎 の改修 のみで対応 して いる状況 といえる。校舎の増築は平成8年 設置

校2校 にとどまる。また実習棟 の新改築や校舎 の増築 を行った高校の中には並行 して一定

規模の校舎の改修 を行 う高校が数校見 られ る。施設整備ではないが、学校間連携 について

は、岩谷堂高校 と岩谷堂農林高校 との間で実施 されてお り、5科 目10単 位が開設されてい

る3)。

(2)施 設整備 の制約

8年 度現在、新設校 は2校 に過 ぎず他は全て既 設校である。その意味では、圧倒的多数

が総合学科への転換校 とい うことができる。既 設の学科と無関係 に新たに総合学科 を設置

したのではな く、既設学科の改編 によって設置 したのであるか ら、当初は、上級学年には

学科の異なる(総 合学科でな い)ほ ぼ同数の生徒が在籍 している ことにな る。 このため、

ほとん どの場合 には現有の校舎をそのまま使い続 けなが ら、学年進行 を踏 まえ施設整備は

段階的に進めることを余儀な くされる。

しか し、施設 ・設備の整備な しには、新 しい総合学科 の教育課程 はこなせない。 したが

って、総合学科の開設科 目が既設学科 のそれ とある程度近 くな ってしまう、す なわち開設

系列 が母体学科の影響を受 けるのはやむをえない。他方で、代替 の敷地を持たず、また整

備経 費の面か ら一度 に施設整備を完 了できな い現在 の財政事情では、合理的で もある。

晴海総合高校では例外的 に母体校 との関連が薄いが、施設の全面改築を行 った ことがそ

の要因の一つ といえるであろう。

(3)実 習棟整備の理 由 ・背景

前述のように、少な くとも総合学科校の6割 で新た に実習棟 を整備済あるいは整備中で
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ある。全体 として、校舎の改修 だけでは総合学科 の新たな科 目には対応できない状況が分

かる。第1に 、これまで普通科 のみが設置 されていた高校 にお いては、開設科 目に応 じた

かな りの実習実験施設 を必要 とす る。第2に 、専門学科 を母体 とする場合において も従来

の開設科 目にとどま らず幅広い分野の科 目が開設 されるために、福祉分野の実習実験施設

に代表されるように、新たな実習実験施設が必要 となる。第3に は前2者 と複 合する理由

・背景があげ られる。つま り、校舎改修 を並行 して行 い、既存施設の再構成 ・再配置をも

意図 して実習棟 を整備す るというものである。

8年 度設置校 を始め施設整備が完全に終わ っていない総合学科校については、今後 も実

習棟 の新改築 を軸に整備が進むもの と予想される。

(4)特 色ある施設利用

で は、上記の施設整備の結果、各高校 とも開設科 目に対 して十分な余裕 を持つに至 った

かというと必ず しもそ うでない。例 えば、もっぱ ら校舎の改修 によって整備 を行 った氏家

高校 を見ると、会議室や元定時制課程の食堂であった多 目的ホールのほかに、図書館でも

定期的に授業を行 ってお り、校舎 内の各室 はフル稼働の状態である。総合学科校は、一般

的 に教室 の割 り振 りに苦心 しているが、氏家高校 はその典型 といえる。 もっとも、教室数

の過不足は、同時に開設す る科 目数や科 目の種類、 さらにその科 目を履修する条件を生徒

にどのよ うに提示す るかなどにもよって違いが生じ、各高校 の学習集団の編成方針等に密

接に関わる。 したが って、単純 に教室数の余裕 のあるなしというよ りも、そのような施設

利用を行ってで も多 くの科 目を開設 しようとする学校 の姿勢や事情を理解すべきか もしれ

ない。ただ し一般的にいって、今後生徒数の減少が進行するため に、 このような教室不足

は徐 々に緩和 されるのではないか と期待 される。

さて、保有す る教室空間を無駄な く活用す るという意味では、余裕教室の活用 も大事で

ある。施設的な余裕が総合学科設置の一因であった高校 も少な くないが、余裕の普通教室

を実習室等への改修 を行わず に残 して、選択科 目の教室 としてばか りでな く、追加のホー

ムルームの教室 として活用する事例がある。先のホームルーム学級編成で述べた20名 規模

のホームルーム学級がそれであ り、代表例 として和歌山高校や陽明高校があげられ る。両

校 とも最 も学級数が多か った時には、1学 年10学 級 に達 していた。8年 度現在、和歌 山高

校では半分の1学 年5学 級であるため、1年 か ら3年 次までホームルームの学級規模 を半

分、数は2倍 として、全ての普通教室 をホームルーム教室 として使 っている。陽明高校で

は、現在1学 年6学 級であ り、1年 次のみ20名 のホームルーム編成を行っている。

また、晴海総合高校 の校舎 は、東京都立短大の校舎 と各階で接続する形で建設 されてお

り、講堂、食堂 、LL教 室な どは共同利用 されている。

なお、6年 度設置校の施設 ・設備の対応等について整理 し、表1-1に 掲げた。
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表1-1総 合学科の設置と施設 ・設備 の対応(平 成6年 度設置校)



5.総 合学科の施設 ・設備整備 の課題

(1)施 設 ・設備整備 と高校再編計画

1)整 備費の確保

総合学科は、多様な履修科 目を開設するだ けに、それ相応の多様な機能の整備が施設 ・

設備面で も不可欠 となる。 これまで見てきたよ うに、母体 となる学科 の種類や学校全体 の

施設空間の余裕の程度 によって整備のや り方 には違 いがあるが、いずれに して も整備経 費

に多額 にな らざるをえない。 まして新設校 となる となおさ らである。整備経費の確保は、

施設 ・設備整備 を行 う上での最大 の課題である。 と同時に、今後の総合学科設置の進展に

とって基本的条件でもある。

総合学科の科 目の うち産業教育振興法の基準 に合致する科 目に関 しては、それ に必要な

施設 ・設備 の整備 に対 して、経費の3分 の1の 国庫補助(負 担)が ある。 しか し、それ以

外の科 目の施設 ・設備整備に対 しては補助はなく、公立高校の場合都道府県 の単独事業 と

なるため、高校が教育委員会に大幅な施設 ・設備整備 を要望 しても、ただちに全面的 に改

善される というわ けにはいかな い。各都道府県 とも総合学科校以外で、建て替 えの時期に

さしかか っている施設 も少な くな いか らである。

2)生 徒の減少 と高校再編計画

一度整備 した施設 ・設備 を改めて整備 し直す ことは容易でないし、不合理である。建物

につ いては数十年間使い続 けな くてはな らず、総合学科の施設 ・設備整備 は、各都道府県

にとって重要な資源配分 の問題 となっている。

かつて高校 は生徒が急増し、平成元年に生徒数は全国で564万 人 と過去 の最高を記録 し

た。 これ に合わせ、各都道府県が急増対策 に追われたことは記憶 に新 しい。既 に高校は生

徒減少期 に入っているが、現在の出生数の推移を見 ると、今後、生徒数は ピー ク時の3分

の2ま で減少する見込みである。 とな ると各都道府県では、高校の再編成が余儀な くされ

る事態 を迎 えることになる。

既 に大幅な児童数 の減少にみまわれている小学校では、統廃合が少 しずつ進行する一方

で、少なか らず小規模校の存続が見受 けられ る。 しか し、高校の場合には、教育改革の 目

標 である教育の多様化 を進 めるためには、一定程度 の規模 の維持は不可欠であ り、小規模

化 は避 けな くてはな らない。

現在、高校教育改革は、主 として個別学校の取 り組みによって進め られている感がある

が、都道府県全体 で様々な生徒 に対 してどのような教育活動を提供する高校を整備す るか、

生徒 の減少に対 してどのような高校の量的調整を図るか といった、高校再編成の青写真を

早急 に検討す る必要がある。総合学科 もそ の中での位置づ けを明確に しなが ら整備する こ

とが求め られていると考 えられ る。
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(2)生 徒 の教室移動に伴 う課題

1)移 動に伴 う混雑の緩和

総合学科の特色で ある豊富な選択科 目の開設は、生徒 の生活集団であるホームルーム と

は異な る学習集団の形成を意味し、選択科 目が多 いほ ど生徒の授業時間 ごとの移動は活発

に行われる。氏家高校では1年 目か ら、@教 室移動 に時間 を要 し10分 の休憩時間では足 り

ない、⑤廊 下が狭いの2点 が指摘 されていた4》。高校では生徒各 自の ロッカーをホームル

ーム教室前の廊下に設置す ることが多 く、休憩時間 に廊下は、持ち物 を交換 に来る生徒 と

移動す る生徒のため に非常 に混雑す ることになる。その結果、次の授業への遅刻 も生 じる。

そ こで、生徒 に持ち物 をリュックサ ックに詰めてなるべ くロッカーへ戻る頻度 を少な くす

るよ うに指導する一方、教員は授業開始前 に教室 に入って待機する ことによって生徒の迅

速な教室移動 を促す という対策が とられている。

今後、廊下 における混雑の問題は、大多数の総合学科校で顕在化すると考え られる。 と

い うのも、新改築校では、廊下の幅を広 くした り、教室移動の経路を短 くした り、回廊形

式に して混雑 を分散するよ うな設計がなされて いるが、それ以外 の総合学科校は大規模な

生徒の移動 を想定 していない既設校舎 を継続 して使 ってお り、廊下の拡張 も容易でないた

めである。 ホームルーム編成をするに当た り、時間割が組みやすいために科 目選択が同じ

であった りあるいは近 い生徒をまとめる履修別の学級編成 を行 っている高校 は、氏家高校

(2・3年 次)を 含 め6・7年 度設置校で数校存在す る。 このよ うな学級編成 の是非は別

として、履修別の編成 は教室移 動 自体 を減 らす ことにな り、廊 下の混雑の緩和 には有効で

ある。

2)教 室移動と生活指導

廊下等 における多少 の混雑は、科 目選択 を軸 に授業 を展開す る総合学科 には不可避であ

る とさえいえる。全般的に生活指導が難 しくなっている昨今 の高校教育にとって、生徒の

教室移動に伴 う懸念は、むしろ教職員が生徒の学校内での活動 を十分 に掌握できるか、必

要に応 じて適切な指導ができるか、そ して生徒 にとって教室移動が過度に負担にな りは し

ないか にある。

教室移動を頻繁に行 う方式 に教科教室制があるが5)、 昭和50年 代に全国10数 箇所 に建設

された教科教室型校舎を持つ高校の追跡調査では、毎時間の教室移動が、生徒が落ち着き

をな くし学習 に身が入 らない状態をつ くった り生活指導上の問題を生 じさせる原因 となっ

た事例が少なか らず見 られた6)。そ して、教科教室制を行 った高校の大半は、通常 の高校

と同様 にホームルーム教室を中心的な授業の学習拠点 とす る普通教室制(特 別教室制)に

移行 していった。実際総合学科 にお いて も、選択科 目が増える(す なわち教室移動が増す)

2年 次 には 「中抜け」 「早退」が増 えているという報告がある7)。

これ らの結果は、教室移動が頻繁 になるほど、教室移動の規律 を維持す るためのきめ細

かな指導、そ して安定 した学校生活 を支える指導が大切になってくることを示 している。
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岩谷堂高校 で、従来 には登校時に しかなか ったショー トホームルーム を下校時にも設けた

ことは、それ を裏づけている。

以上のように、生徒移動の問題 に関わ って、施設整備 とともにホームルームや学習集団

の編成の方法、授業時間割編成、ホームルーム教室 の設定、生徒 ロッカーの設置場所など

の検討が、学校運営上の重要な課題 として浮かび上がって くる。

(3)総 合学科校舎 の開発

筑波大学附属坂戸高校は、平成5年 度 に文部省 の委託 を受け、「施設のイ ンテ リジェン

ト化 に関す るパイ ロッ トモデル研究」を行い、総合学科 にふ さわ しい校舎形態 として教科

教室型校舎への改築 を内容 とする報告をとりまとめた。 また、晴海総合高校は総合学科校

で唯一の教科教室型校舎で あることは前述のとお りである8)。

晴海総合高校のよ うに、ホームベース等 のホームルーム集団のために専用のスペースを

設 けることが、現在の教科教室型校舎9)の 特色である。教科教室型校舎は、ホームベース

等 を持つ ことによって生活集 団とは別の学習集団を編成 しやす く、生徒 ごとに異なる授業

を受ける ことを可能 にするとい う点で 「多様性(個 別化)指 向」 の校舎建築 といえる。

これに対 して晴海総合高校以外 の総合学科校では、ホームルーム教室に割 り当てられた

教室は、他 のホームルームの生徒 を対象 とする授業 にも使用 される。 このような使 い方を

する校舎は、教室の利用効率を高めている という意 味で 「合理性指向」の校舎建築 という

ことがで きる。もっとも、新築 された宮城野高校(図1-3)や 三木高校 は移動 について

配慮された設計になって いる点では、「合理性指向」は多少弱 い。

教育活動 と表裏 の関係にある物的条件の代表である施設が 「合理性指向」 にとどまって

いるにも拘 らず、教育活動において一気 に 「多様性 指向」を進めるのは非常 に難 しい。履

修別のホームルームの存在や、総合学科は本来単位 制であるはずが現状では学年制 と余 り

違 いはないことなどに もつなが っているよ うに思われる。

このように考えると、高校教育改革を進め、積極 的に生徒の能力 ・適性 、興味 ・関心に

応 えよ うとす るので あるな らば、今後、教科教室型校舎の整備 を重点的に行 う意義 は大き

いと考え られる。

ただ し、教科教室型校舎 といって も具体的形態 となると完成型があるわけではなく、試

行錯誤による改良を待つ しかない。施設の内容 は、教育方法や学習集団あるいは生活集団

のまとめ方 にも大 きく依 存す るし、科 目選択による生徒人数の変化へ の対応 も重要 となっ

て くる。また、はた してホームベースがうまく機能するかは未知数である。 したがって、

今後総合学科校舎 の開発 と追跡調査 は学校施設整備行政および建築計画学にとって重要な

課題 となって くる。

総合学科 の設置の要点は、単に科 目選択 の拡大 を図れば良いというわけではない。 いか

に適切 に生徒 の能力 ・適性、興味 ・関心に応え られるかが大切である。今後、施設 ・設備
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のみな らず、多面的 にまた実態 に則 して、そ の可能性 と限界 を検討する ことは高校教育改

革に関わる重要な研究課題 といえよう。

【注】

1)時 間割表によると、同一学年で同時間帯に同 じ科 目が実施 されてお り、習熟度別の授業実施 の

可能性 がある高校 を含 めると半分を超える。

2)た だ し、設計計画段階では、宮城野高校の場合 には普通科を中心 とす る学科、晴海総合高校 の

場合 には総合選択制 を想定 してお り、当初か ら総合学科を想定 していたのは、三木高校のみであ

る。 しか し、宮城野高校 、晴海総合高校の場合にも大幅な科 目選択 を前提 とした設計であるた め

に、利用上 の不便 さはほとん どな い。

3)沖 縄水産高校で も学校間連携の検討がなされたが、アクセス等の関係で実現 していない。

4)氏 家高等学校 「総合学科設置校関係者連絡協議会資料」1994年 。

5)中 学校の教科教室制 については、第2章 以降で分析 している。高等学校の教科教室制 について

は注6)お よび、屋敷和佳 「高校施設 ・設備 の変革 と高校教育改革」牧昌見研究代表 『高校教育

改革モデルの浸透可能性 に関する実証的研究』平成5年 度科学研 究費報告書、1994年3月 参照。

6)屋 敷和佳 「新 しいタイ プの校舎の計画 と学校施設整備行政の課題」『日本教育行政学会年報 ・18』

1992年 。

7)服 部次郎 「筑波大附属坂戸高校の総合学科 その現状 と課題」全国高校生活指導研究協議会 『高

校生活指導』1996年 。

8)こ の他、基本設計の段階で教科教室型校舎として計画 されているものとして、光南高校がある

(長澤悟他 「総合学科高校の施設計画のケーススタディ」r日 本建築学会大会学術講演梗概集』

1996年)。 ただ し、現時点では増築棟は完成 してお らず、教科教室制はお こなわれていない。また、

この計画では晴海総合高校 と異な りホームベースは設置 されていない。

9)初 期 の教科教室型校舎では、ホームルーム専用のホームベース等 は設け られず、特定 の教科教

室をホームルーム教室 として利用 していた。

【謝辞】

訪問調査な らびに資料請求調査 に ご協力いただいた総合学科校の関係各位 に、厚 く御礼

申し上げます。
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資料1総 合学科設置校の概要
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中学校 における

第II部

「教 科 教 室 制」 と施設 ・設備 整備



第2章 教科教室型校舎の事例分析

1.調 査 の 目的 と方法

本章では、学校訪問調査等 によって、 「教科教室制」を実施する ことを前提 に整備 され

た中学校、すなわち教科教室型校舎 における 「教科教室制」のフォローアップを行 うこと

を目的とする。

ここで調査対象 としたのは、昭和20年 代後半か ら30年 代後半にか けて建設 された4校 、

および昭和50年 代後半か ら昭和60年 代前半にかけて沖縄県で整備 された4校 である。第2

節で報告す る前4校 は、学校施設整備 の歴史でいえば、量的整備の時代 に開発 された学校

ということができる。 これに対 して第3節 で報告す る後4校 は、教育の多様化なかで も学

習の個 別化 を指向し、一方で学校生活 を重視 しているという点では、学校施設 の質的整備

の時代の学校施設であるということができる。

もちろん、最近新た に整備 された教科教室型の校舎 は存在する。この点 、上記 の事例分

析の対象校は最新の学校施設ではない。 これ ら8校 を事例分析 の対象 とした理 由は、第1

に、一定 の年数 を経て校舎形態 に応 じた学校経営 が定着 しているのではないかと考えたか

らである。つま りフォローアップにたる年数 を経 ている ということである。第2に 、教科

教室型校舎の存在は教育関係者 あるいは建築関係者 にも意外 と知 られていないが、その中

にあって比較的名前が知 られ てお り、資料の面でもアクセス しやすかったためで ある。第

3は 、同じよ うに教科教室型校舎 と呼 ばれるが、学校施設の量的整備の時代 と質的整備の

時代の違 いが対照できると考 えたか らである。

調査方法 は、学校ない しは教育委員会への訪問聞き取 りを基本 としたが、特 に建設年次

の古 い学校 については、校舎 が現存 しなかった事例もある。 また、学校の職員がすでに異

動 してお り 「教科教室制」実施当時の様子が十分確認できなかった場合 も少な くない。学

校施設見学 も含 めて二度にわた って訪問 した事例 もある。そ の中には、 「教科教室制」を

実施継続中の学校 もあったが、平成7年 度の時点ではいずれ の学校 とも 「教科教室制」 を

実施 していない。

調査では、①建設 の経緯、② 「教科教室制」実施の状況 、③実施 ・継続期間、④ 「教科

教室制」実施上の利点 と問題点、⑤ 「教科教室制」実施の条件 ・課題な どを主たる聞き取

り項 目とした。調査 は、平成元年度か ら8年 度 までの期間に行 った。

このほか上記項 目の把握 に役立てるために、関連資料 を県立図書館等で収集 している。
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2.学 校施設の量的整備 と 「教科教室制」

(1)山 形市立第五中学校(山 形県)

1)建 設 の背景 と経緯

戦後、六三制の実施に伴 い、(新 制)中 学校校舎の整備 は教育行政にとって非常 に大き

な課題であ り、当時の自治体の財政状況にあっては難事業であった。

山形県では、昭和22年 か ら3か 年間に約10万 人の生徒を新たに収容するための施設が必

要であ った1)。 山形県 下では、昭和24年 の時点 において、二部授業学級数12、 講堂や体育

館 を教室 として使用 している学級数49、 廊下、昇降 口、物置 を使用 している学級数133

にも及び、当時の教室不足 に悩む様子が うかがえる2)。

このようななかで、第五 中学校 は昭和26年4月 に開校 し、校舎は翌27年1月 に竣工 して

いる。母体校2校 は、いずれ も二千人 を超 える過大中学校であ り、優先的に第五中学校 の

新設が進め られたという37。市 当局は、文部省のモデル スクール となる ことが整備にとっ

て早道 である と判断 し、文部省指定C型 モデルスクールの認可を受けた。設計は、文部省

と市の土木課の共同であった。

2)「 プラ トー ン制」

中学校三十年誌 によると、校舎の構造上 当初 から教室移動を行 う方式が前提 とされて い

た4J。 しか し 「教科教室制」ではな く、第五 中学校が採用す る方式は、プラ トーン(プ ラ

ツー ン)型(校 舎形態 ではないので、以下では 「教科教室制」 に対照する意味で 「プラ ト

ー ン制」 と呼ぶ)と 呼ばれる方式であった。三十年誌 には、 「プラ トー ン制」採用の決定

的理 由は、教室数 と生徒数の関係であると記 されている。

英語のプラ トーン(Platoon)と は、小隊あるいは小集団を意 味する。第五中学校の 「プ

ラ トー ン制」 は、 「教科教室制」 と 「普通教室制」の折衷的な時間割 システムである。

全校 の学級数を半数ずつに分け、全校の半数の学級(Aグ ルー プとす る)を 普通教室に

割当て 、国語 、数学 、社会 、英語 といったいわゆる一般教科の授業を実施する間、もう一

方の半数の学級(Bグ ループ)は 教科教室(特 別教室)に おいて理科、音楽、技術家庭科

などの授業を受ける。そ して、一定 の授業時間数を経た後 に、Aグ ループとBグ ルー プは

交代 して、今度はBグ ループが一般教科の授業を受 け、Aグ ループが教科教室 において授

業 を受 ける方式で ある5)。 このため、学級数は偶数である ことが原則 になる し、また、2

つのグループが過不足な く各教科を消化できるよ う時間割作成の工夫(週 時間数 も偶数、

教科外 の指導等の時間の割 当て と場所)が 特に重要 となる。

「プラ トー ン制」の最大 の特長は、 「教科教室制」 と同様 に、教室数が最大限に有効活

用 できる点にある。そ して、「教科教室制」 と違って、普通教室で授業を受 けるグルー プ

は毎時間教室移動 を行 う必要は無 い。普通教室で教科 を変えなが ら連続 して授業を受ける
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か らである。 当校は、当時全国で唯一の 「プラ トー ン制」実施校であった。

ただ し、 「「プラ トー ン制」 といっているが実際 は 「教科教室制」であった」 とも言わ

れて いる6)。

3)校 舎 の概要

校舎は鉄筋 コンクリー ト(RC)造3階 建であ り、 当時 としては豪華 で堂々 とした校舎

であった。 この校舎 の方が、後年建設された校舎よ りも丈夫 であったといわれる。

校舎 平面図を図2-1に 示す。教材室が各階2か 所 に置かれている点、また廊下が広 い

という点はあるが、 「普通教室制」 を採る通常 の中学校 との違 いはほ とんど無い といって

よい。

4)「 プラ トー ン制」の取 り止 め

第五 中学校 は、昭和26年 か ら37年 まで 「プラ トー ン制」の研究を行 い、その後40年 まで

「各教科毎指導法研究 」を行 ってお り7)、 「プラ トー ン制」ない し 「教科教室 制」 の教育

研究 は15年 間にわた って続け られた ことになる。そ して、昭和41年 度 には、その方式 を中

止 し、教室 を固定する 「普通教室制」 に改めている。 「独特なプ ラ トー ン型学校ではある

が、従来の実績に鑑み設備備品等の管理上HRの 固定を有利 とし、生徒数の減少によ り学

級減 を機会に本年度か らプラ トー ン方式を中止 した。」8)。

当時 を経験する教師は、当時の様子を 「教科指導はや りやすかったが、生活指導 に問題

があった」9)と 指摘 している。

五周年記念出版誌は、生活指導の問題点 として次の点を指摘 して いる'ω 。

① 学校全体 の計画 によ り日課 を進めな くてはな らず、 また教科担任制であるので、生活

指導の時間と場所 をどこに求めるか大きな問題 である。

② 教室 を移動するため、自分の教室という観念 が薄 く大切 にしな い。

③ 教室 によってはロッカーのない所が あり、生徒 の所持品の管理が難 しい。

④ 生徒は休 み時間に遊びに出ることもできず、時間的に自分本位の活動はできない。

では、 「プ ラ トー ン制」 の廃止 を どのよ うに評価 すべきで あろうか。 この校舎建設は失

敗 だったのであろうか。前述の教師は、 「失敗ではな く、当時は新 しい考え方が必要であ

った」 とふ り返 る。時代の要請を この言葉か ら読み取 ることができる。

そ して、 「教科教室 制」 を実施す るためには、教師、特 に幹部の意識改革が必要であっ

たと回顧 している。

【注 】

1)武 田吉恵 「校 舎 の整備 」、『山形 県 中学 校10年 史 』69頁 、 山 形県 教育 委員 会 、1958。

2)『 山 形県 の教 育20年 の あ ゆみ』20頁 、 山形県 教育 委 員会 、1969。

3)『 山 形 市立第 五 中学 校三 十年 誌 』、1983。
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4)し か し、当初 は教室移動を想定 してお らず、通常 の学校 と同じ形態 にもかかわ らず教室不足の

ために 「プラ トー ン制」を実施 した とする説 もある(田 辺多命次 「新 しい学校施設(目 黒一中)」

文部省 『施設月報No.51』 、1964)。

5)同 上23頁 および大串不二雄P学 校施設』第一法規、1965,70頁 による。

6)学 校訪問時(平 成3年8月)の 校長の談。同校長は昭和30年 代 同校に在任。

7)学 校要覧(平 成3年 度)。

8)「 『教育記録』その3」 に記 された内容(同 上P三 十年誌』74頁)。

一9)上 記校長の談。

10)「r教 育記録』その1」 に記された内容(同 上 『三十年誌』41頁)で あり、特 に 「プラ トー ン制」

にかかわる部分に絞って掲げた。
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図2-1山 形市立第五中学校平面図



(2)森 本町立森本中学校(石 川県河 北郡)

1)教 科教室型校舎建設の経緯

森本 中学校は、組合立 として昭和22年 に発足 した。森本町は昭和29年 に町村合併を行 っ

た。森本町の広報誌 『弘報 も りもと第3号 』(昭 和30年10月25日)は 、 「教育 の殿堂 森

本中学校建設へふみきる」と題 して中学校建設の動きを第一面全面を使って報告 している。

当時 、森本中学校は、企業 の青年学校の校舎(木 造)を 譲 り受け使用 していたが、老朽

化が進み、教室 に適 していない部分 もあった。そ して、敷地は企業 の敷地の一部で借地で

あ り、そ の工場か らの騒音も問題 とな っていた。さらに、特別教室や職員室を普通教室 に

改装 して使用 して いるあ りさまであった。中学校建設を公約とした町長は、町内4中 学校

の統合を意図 して いたが、統合 に際 しては4中 学校 を合わせた生徒数 を収容するのみなら

ず、生徒の自然増加 にも対応す る必要が あった。生徒数の増加 は急激であ り、昭和30年 か

ら4年 間で約1.5倍 になると予測 されていたのである。

木造校舎では用地が膨大 になること、火災や風水害 に強 い建物が必要であることか ら、

当初の構想では鉄筋(RC)3階 建であった。 しか し、後 に県 の指導もあ り、資金面を考

慮 して鉄骨造 となった。鉄骨造の採用に関連 して、当時モデルスクールであった八雲小学

校(東 京都 目黒区)へ の視察が行われた。

上記は中学校建設の記事を抜粋 したものであるが、同号以降、中学校建設の記事 は、頻

繁 に トップを飾 ってお り、中学校建設が町にとって一大事業であったことが うかがえる。

2)建 設工事の進捗

建設は、昭和30年 よ り4か 年の継続事業であった。第一 ・二期工事では経費9,450万 円

の うち補助金が16.3%、 寄附が20.4%、 起債が37.0%を 占める。諸室の構成は、教室(ホ

ームルーム)玉8 、特別教室9、 準備室llで あり、校舎 は、生徒が教科毎 に移動 していくた

めに最 も順序 よ くできるように考え られ ている。 また同事業は、文部省 、大学D、 県教育

委員会の支援で進行 している という。

昭和31年5月 の広報誌2)は 当初計画の配置図お よび平面図を掲載 し、 このように建設の

進捗状況 を説明 している。そ こでは森本中学校の形式を 「中央廊下式」と呼んでいるが、

この言 い方は今 日では一般的ではない。 ロッカー の置かれた廊下を軸 に、各教室へ生徒が

移動 して行 く配置になっていることか ら、そのように呼んだと考え られる。類似 の校舎形

態 として 、ほぼ同時期 に整備 された金沢二水高等学校や金山中学校がある3)。 ただ し、こ

の時点で教科教室型校舎 として計画 されたいたかどうかは、広報誌 をみる限 りでは不明で

ある。

第一 ・二期工事は昭和31年 冬 に終わ り、32年1月 か らは部分的 に完成 した新校舎での授

業が開始 された。そ して、第三 ・四期工事が昭和33年 夏に完了 し、9月1日 か らは統合中

学校 として出発 して いる。地元新聞4)に よると、廊下面積の少ないイギリスシステムの建

物で、2階 建鉄骨造であると紹介 している。 しか しなが ら、新聞では鉄骨構造 とな らび こ
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の新校舎 を特徴づける 「教科教室制」については触れていない。

3)校 舎の完成 と学校経営

「教科教室制」であることについては、広報誌には完成時に初めて登場する。校長は、

校舎の概要 と合わせて 「教科教室制」 を詳 しく述べているが5〕、それは次のような内容で

ある。

① 生徒767名 、17学 級、教職員28名 を擁す、一町一校の大世帯である。

② この近代的な校舎 は、積雪寒冷地帯 にお ける軽量鉄骨校舎 として文部省に指定 され

たモデルス クールであ り、外国 にも紹介 された6}。

③ 「教科教室制」 という特殊な構想に基づ いて建築 されてお り、授業はすべ て教科別

に行われるようになってお り、教室数は合わせて24教 室である。

④6つ の教科別の職員室兼準備室(国 、社、数英、理、職家、図)を 持 ち、教師は原

則 として、朝 と業後の伝達打ち合わせのための職員集会の時間以外は、各職員室兼準

備室 で事務をとる。また、生徒は、始業前の 自習時間、昼食時間、道徳ホームルーム

の時間、業後 の終礼の時間以外は、教科 ごとに教室移動を行 い、常時必要でない持ち

物は各自に与えられた特別 のロッカーに納 める。

⑤ 移動は不便で あるが、教室 にはそれぞれの教科 に必要な設備があ り教具や図書が完

備 され、その学習 に必要な掲示な どが十分にな されているので、学習にとって極めて

好 ましい雰囲気 がつ くられている。そのため、落ち着 いてその教科の勉強 に打ち込む

ことができるという長所がある。

⑥ 教職員は、この長所 を十分に発揮で きるように努力 と工夫をする責務を持 ってお り、

移動による生徒 の疲労や安定感 を得 させる対策を研究 しなが ら、教育効果 の向上を願

っている。

⑦ 教育効果 の万全 を期すためには、教科教室にふ さわ しい施設設備 を整 える ことが先

決である。普通教室 と変わ らない教室への移動は単 に生徒 を疲労 させ、不安 を与える

のみで効果はないと信 じて いる。体育館や管理棟 の速やかな建設、教育効果 の向上の

ために町 当局の深い理解 と関心を望む。

4)そ の後 の学校経営 と 「教科教室制」の取 り止め7)

その後の生徒増は著 しく、昭和35年 および37年 に木造2階 建の教室(一 部寄宿舎)棟 が

増築 された。生徒数 のピークを迎えた昭和37年 には、学級数 は28学 級にまで達 していた。

このため、理科実験室 をホームルーム教室 に割 当てざるを得ない事態に もなった。また、

国語 、数学、社会 の各教科 につ いては、移動せずホームルーム教室 において授業 を行 うと

いった、不完全な 「教科教室制」の実施 も一時期 み られた。

図2-2に 昭和37年 時点の校舎平面(教 室配置)を 示すが、教室は教科 ごとに配置 され

るため、ホームルー ムの配置 は学年のまとまりにな らない様子が理解 できる。生徒 の教室

移動は、「民族大移動」 と当時学校では呼 ばれてお り、休み時間はほとん ど生徒 の移動で
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費や されて いた。 しか し、生徒か らは 「座席が毎 時間異 なるので気分転換 になる」 「(学

校で一か所の大)職 員室 には行 きに くいが、準備室 には行きやすい」 との声があった。

昭和37年6月 には森本町 は隣接する金沢市に編入された。 これに伴 って、従来郡域で行

われていた人事異動の範囲が変更 とな り、金沢市か ら新たに着任する教職員 も少な くなか

った。 しか も人事異動の期間が6年 程度 と短 くなっている。 このため 「教科教室制」に慣

れない教師 も増 えたよ うである。 また、昭和39年 には新校長が着任 し、さらに41年 に校長

が交代 している。

昭和41年 には、全校(3学 年)で 行 う 「教科教室制」か ら学年別の 「教科教室制」も試

行されたが、結局、学校管理を重視する新校長の方針 のもと 「教科教室制」を取 り止め、

特別の授業以外はホームルーム教室で授業 を行 う 「普通教室制」に変更 となった。 このよ

うにして約9年 間 に渡る 「教科教室制」 に終止符が打たれた。

なお、教科教室型校舎 は平成元年に改築 され、現存 しない。

【注】

1)東 京大学建築計画学研究室。

2)『 弘報も りもと』第5号(昭 和31年5月10日)。

3)石 川県立金沢二水高校の校舎 も森本 中学校 と同様 に教科教室型校舎 として計画され、昭和33年

に完成 した。RC3階 建。ただし 「教科教室制」は実施 されていない。平成8年 現在改築中。

4)「 きょうか ら新教室で 森本中学校舎み ごとに完成」『北国新聞d昭 和33年9月1日 。

5)森 本 中学校長 田辺善二 「教科教室制 による本校の経営について」r広 報 も りもと 第17号 』昭

和33年10月10日 。なお同校長は、中学校建設委員会が設置 された昭和29年 に着任 し約10年 間務め

た。

6)今 後の代表的な校舎建築 として、オランダの国際学会で発表された(『 弘報 もりもと第9号 』昭

和32年4月25日)。(筆 者注:ハ ーグで開催 された国際建築展か)

7)当 時の状況 の聞き取 り調査(平 成8年9月 、森本公民館)に 基づく。
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図2-2森 本 中学校平面図



(3)金 山町立金山中学校(山 形県最上郡)

1)建 設の経緯

金 山町で唯一の中学校であ り、昭和22年 に六三制の発足 と同時 に小学校 内に開設 された。

校舎 は、同年および翌年に増築 された ものの、小学校 と中学校それぞれの独立校舎整備 の

要望 は強 く、昭和29年 両PTA会 長連名による独立校舎整備の陳情請願を経て、町議会 は

昭和30年 に中学校独立校舎建設の要望書(教 育委員会提出)を 採択 し、翌31年 中学校建設

事業費および特別会計設定 を議決 した。

町議会、教育委員会、建設委員会合同による会議 において、県建築課長の説明を受け、

鉄骨校舎の方針 を定めた1)。大学の指導2)と 県建築課の協議 を受 け、基本設計は教科教室

型の大学案が採択され、本設計は県技術主査が担 当した。

昭和32年9月 に第一期工事、34年8月 には第四期工事が完 了し落成式が行われた。

約7,000万 円の工事費のうち、寄付および起債がそれぞれ2,000万 円、国庫補助 は1,800

万円であった。

2)校 舎の概要

普通教室に特別教室 を加えた通常の校舎は、特別教室の数が増えるほど教育効率が増す

が、反面利用効率が悪 くなる。 この点 、教科教室型校舎の金山中学校は、少ない校舎面積

で各教科 の学習指導上の要求を満た し、しか も校舎全体の時間 ごとの遊休教室が少ないと

いう長所 を持つ とされている。

図2-3に 校舎 の平面図を掲 げるが、森本中学校 と同様、南側校舎には廊下が無い形式

である。各教科 ごとの教室は国語が3教 室 と最も多 く、社会、理科、数学が各2教 室、他

は各1教 室で合わせて19教 室が設 けられて いる。そ して、教室の利用率は15学 級 の場合、

75%と 算定されている。また、各教科の準備室が教科教室 に近接 して設け られてお り、授

業の準備、研究、教具の管理 に効果 を上げることが期待されている。 さらに、教室移動に

配慮 して、すべての用具を持 ち運ぶ必要のないよ うにロッカーが置かれ、また廊 下の幅 も

混雑緩和のため に広 く確保 されている。

落成時の昭和34年 度 には、生徒数668名 、15学 級、職員数24名 であ った。

以上、教育委員会か ら入手 した資料3)に 基づ き、建設の経緯 と校舎 の概要の要点を述べ

たが、当時、関係者が建設経 費を極力抑えなが ら、いか に利用効率の高い校舎 を建設する

か苦心 した様子が理解できる。

3)「 教科教室制」の実施状況4)

金 山中学校では、「教科教室制」を昭和46年 まで13年 間実施 した後、職員 の要望で 「教

科教室制」を取 り止 め 「普通教室制」に改 めている。 この間、学級数は19学 級にまで増え

たため、昭和41年 には増築が行われている。

実施 当時は、10分 間の移動時間では工夫 しな いと大変であったといわれる。金山中学校

の教室 は、出入 り口が1か 所 しか無 く、生徒 の入れ替 えに時間がかかった ことも一因であ
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る。そ して、生徒 は自分の机 が無 いために落ち着かず、授業の無い教室が問題行 動を取 り

がちな生徒 のたま り場にな りやす いという状況 もあった。また 当時、教師1人 が1週 間に

25～26時 間の授業 を担当し、授業準備のための時間 を確保することが容易でな っかたこと、

他方で研究室に閉 じこもりがちな教師 もお り、教員組織 の面でも課題 を抱 えて いたという。

まとめ いえば、「教科経営の面は良いが、学年学級経営に問題があった」 と指摘 されて

いる5)。 この学年学級経営 には、教室移動に伴 う生徒指導も含 まれている。

なお、金山中学校は平成3年 度に別敷地に改築移転 となった。移転前の校舎で は、当初

の図書室 は大職員室、旧スタデ ィルームは図書室、旧職員室(教 員集会室)は 保健室 とし

て使われていた。

【注】

1)こ の会議 に先立ち、関係者は当時 「教科教室制」を実施 していた山形市立第五中学校への視察

を行 っている(金 山町広報[昭 和31年8月15日])。 また、32年 には森本中学校 へも視察を行 って

いる(同[昭 和32年9月1日])。

2)東 京大学吉武研究室。

3)教 育委員会 「金山中学校建築経過概要」、金山町広報。

4)学 校な らびに教育委員会への訪問聞き取 り調査(平 成3年8月)か らまとめた。

5)た だ し、ある時点で行われた同上の大学研究室 の調査では、学力面では成果 は余 り上がってい

な いが、社会面つ まり交流の点ではプラスの評価であった といわれる。
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図2-3金 山中学校平面図



(4)目 黒区立第一中学校(東 京都)

1)建 設の経緯

第一中学校は戦後、旧兵舎 を利用 して開校 し、昭和33年 に分校が独立 した。校舎 につい

て は昭和29年 に木造校舎が整備 され、教科教室型校舎である第一校舎(RC4階 建)は そ

の後昭和36年 か ら37年 にかけて整備 された'}。

設計は大学の建築学研究室 によ るものであ り、設計者は設計に際し運営方式の検討か ら

始 めて、「教科教室制」 を採 った という2)。 一方で 、第一中学校が 「プラ トー ン型学校経

営 の組織 と運営」 を研究主題 に、昭和39年2月 にとりまとめた研究報告書3)で は、序の教

育委員会 の一文において、学校側の 「プラ トー ン制」4)を 実践 したいとの希望を入れて、

新構想の校舎を新築す ることになったと記 されている。同報告書か ら 「プラ トー ン制」実

施 までの経緯 を具体的 にみると次のよ うである5}。

① 昭和35年 度

・改築決定後、学校建築の権威である設計者 と、米国近代教育思潮のなかの一つである

「プラ トー ン制」が適 しているのではないかなどについて最初の話 し合いを持った。

・そ の後、プラ トー ン型校舎 の説明 とその学校経営 の実際について話 し合いが繰 り返さ

れた。測量、原案の設定が行われ職員 も希望を述べた。

・校長が山形市立第五中学校 を視察。

・第一期工事着工(8月) 。校長の熱心な説明の結果 、プラ トー ン型校舎 について都区

当局の賛 同を得た。

・校舎構造 と教室配置を主に研究。

② 昭和36年 度

・教頭以下5名 が先導校3校(山 形市立第五中学校ほか)を 視察。

・「プラ トー ン制」について文献研究を実施。

・第一期 工事完成(6月) 。

③ 昭和37年 度

・区学校経営研究協力校に指定(「 プラ トー ン型学校 における教育経営の研究」)

・研究推進委員会発足。

・先導校2校 を視察。

・外部講師、指導主事の参加 を得て、校 内研究会実施。

・研究成果物 『本校 におけるプラ トーン型教育の組織 と運営 第1号 』発表。

④ 昭和38年 度

・新学期 より 「プラ トーン制」を実施。

・先導校2校 を視察。

・「プラ トーン制」 の問題点 とその対策 を中心に研究。

大串不二雄は、著書 『学校施設』のなかで 「プラ トーン制」 と 「教科教室制」を採用 し
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た実例 として第一中学校 を紹介 して いるが、 この経緯 を、 「学習効果の向上 と、生活指導

の充実を目ざして、新 しい学校経営のあ り方を慎重検討の結果、プラ トー ン型の採用にふ

み きったものである。」6〕さ らに,「当初か ら教科教室型の採 用を前提 とし、学校 当局 と建

築家 とが緊密な連絡の もとに計画 された まれな例 のひ とつ といってよいであろう。」 ηと

解説 している。

以上よ り、学校側が主体的に 「プラ トー ン制」を選択 した こと、ただ し、その提案 ない

し例示は設計者側であった ことが うかがえる8}。

2)「 プラ トーン制」採用のね らい

では、どのよ うな理由で 「プラ トー ン制」を採用 したのであろうか。

山形市立第五中学校ほかわが国で 「プラ トー ン制」 を実施する学校の決定的な理由は経

済的理 由、すなわち限 られた建築予算をどのように活用す るか、そ して教室の効率的使用

をいかにするかにあった。しか し、第一中学校 の場合には、それにとどま らず学校教育 目

標(個 別化 としての自主性、社会化 としての社会性の育成)を 達成するために 「プラ トー

ン制」 を採用 した ことが強調されているので ある9)。

第一 中学校の 「プラ トー ン制」の実施の 目的は次の3点 にある1ω 。

① 特別 教室 をよ り多 く設 けて教科 の学習環境 を整え、実験実習の機会 を増やす ことに

よって学習効果の向上を図る。

② 生徒の自主性 と社会性 を育成する。

③ 校舎 ・教室の合理的、効率的な活用を図る。

3)「 教科教室制」への移行

2か 年 にわたる第一中学校 の 「プラ トー ン制」の研究は極めて精力的で あって、報告書

では学校組織 と運営に関する詳細な検討が加 えられてお り、非常 に貴 重な研究で あると考

えられる。

この校舎 は前述のよ うに 「教科教室制」を前提 に整備された ものである。 しか し、研究

の間は 「教科教室制」を実施せず 「プラ トー ン制=学 級教室型」を行 った。報告書では、

その理 由を毎時間の教室移動 の混乱 と生活指導上の問題をクリアする 自信がなか ったと述

べ、さ らに、校舎が教科教室型校舎 として建設 されて いること、国語 ・社会 ・英語 ・数学

の教科 に適 した学習環境の設定が 「プラ トー ン制二学級教室型」では困難であること、教

官室や資料室 が本来の機能 を発揮 しにくい こと等 のために、「教科教室制」への移行 を望

む職員の声 はかな り強いとしているm。 将来の展望 として、教室移動を円滑迅速 に行 うた

め講堂や特別教室棟の早期改築が望まれる こと、生活指導 の良い面の育成助長 には本来の

「プラ トー ン=教 科教室型」がよ り効果を上げるとしている'2》。

この研究成果を踏 まえ翌昭和39年 度か らは、従来通 り全学級を2班 に分 けるものの一般

教科につ いて も教室移動 を行 う 「プラ トー ン=教 科教室型」が実施 された。そ して、その

後 、学級数が減 り教室の余裕が出てきたこともあって、 「プラ トー ン制」を廃止 し、完全
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な 「教科教室制」 に移行 した'3)。

4)「 教科教室制」の取 り止め

昭和53年5月7日 付けの朝 日新聞は、 「学習効果が大き く、生徒の社会性や 自主性 をは

ぐくむのに も役立つ、という利点が、教育関係者に注 目されている」 として、第一中学校

の 「教科教室制」実施の状況 を掲載 した。全生徒用の個人用 ロッカーが置かれた昇降口付

近の混雑ぶ り、その教科の雰囲気がただよう各教科教室、緊張感のある教室移動な どの様

子と 「学習効果が着実 に上が っている」という教育委員会の評価 を紹介 し、他方で、生徒

の生活指導に どう取 り組むかが大 きな課題で ある とす る。そ して、「この方式 のよさを生

かしてい くには教師の意識がポイ ン トになるのではないか」との校長のコメン トが添え ら

れている。

ま もな く、 同校 長 は 「教科教 室制 」 につ いて の意見 を教育 雑誌 に述 べ て い る'4》。

教科教 室型校舎 には、教育哲 学な い し教育 理念が 明確 な形で打 ち出 され てお り、そ の

教育理念 を受 け継 ぎ、デ メ リッ トを意識や行 動 によって メ リッ トに変 えな けれ ばな ら

な いとの主旨で あるが、そ の論 調か らは 「教 科教室制 」実施の苦悩 が感 じ られ る。

新 しい校 長 の もと昭和57年 に 「教科教室 制」は中止 され、「普通 教室制」 とな った。

図2-4に 、 「教科 教室 制」実施 時 の教室配 置お よび取 り止 めた後 の教室 配置 を示

す。第 一校 舎 は典型 的な バ ッテ リー 型校舎'5)で あ った。 なお、特 別教 室棟 は47年 に

整備 されたが 、当初 の大 学計画案(2本 の渡 り廊下 で特別教 室棟3棟 を結ぶ)と は異

な り、片廊下 形式 のきわ めて普通の3階 建校舎で渡 り廊 下 も1本 で あった。

【注】

1)平 成2年 度 「学校要覧」 による。

2)東 京大学建築学科研究室(内 田、長谷川、船越 、原)(『 建築文化 』1963年12月 号、121頁)。

3)東 京都目黒区教育委員会 ・東京都 目黒区立第一中学校 『本校 におけるプラ トーン型学校経営の

実際』、1964。

4)上 記報告書 によると 「プラ トー ン制」は、さらに 「プラトー ン=学 級教室型」と 「プラ トー ン

=教 科教室型」に分類 される。すなわち、前者 は山形市立第五中学校のように一般教科 は普通教

室で授業 を行 い、 この間教室移動を行わないのに対 して、後者 は一般教科 について も専用の教科

教室を持ち教室移動を行って授業 を行 う方式である。後者 は、「プラ トーン制」であると同時に 「教

科教室制」で もある。

5)同 上32～33頁 。

6)大 串不二雄r学 校施設』第一法規出版、1967、163頁 。著者 は後の文部省技術参事官。

7)同 上70頁 。
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8)た だ し、経緯 に示す ように、第一期工事は学校側の 「プ ラ'トー ン制」の選択の後ただちに着 工

し、翌年6月 に完成 して いる。 これは、設計図書の準備期 間を考慮する と余 りに短 く、この時点

で、 教科教室型校舎 の設計が相当程度進行 していた ことは想像に難 くない。もしそ うであれば、

教科教室型校舎の建設 という既定路線に学校側が賛同したとい うことであって、「教科教室制」実

施 の建築主 導の意味合いは強 くな り、同報告書や大 串の解 説か らうけるニュアンスとは違 って く

る。

9)前 掲 『本校 におけるプラ トー ン聖学校経営の実際』30頁 。

10)同 上31頁 。当時の校長は、「プラトーン制」 をデューイの教育思想か ら唱導 された学校運営組織

の一形態であると述べ、同様な 「プラトーン制」採用のね らいを同校の紹介記事のなかで説明し

ている。(田 辺多命次 「新 しい学校施設(目 黒一中)一 教育機能 と学校施設 一」、文部省r施 設 月

報No.51』1964,18～19頁)。

ll)同 上57頁 。

12)同 上72頁 。

13)こ の移行時期については確認できていないが、昭和39年 時点 で全校917人 の生徒数 は3年 後 には

約300人 の減少をみているので、この前後ではないかと推測され る。

14)『 教職研修』昭和53年8月 号 、教育開発研究所、105～106頁 。

15)階 段室か ら2つ の教室へ出入 りす る平面形式である。廊下面積が少な くて済み、各教室の独立性

が高 く、また教室 は2面 採光 で明るいという利点がある。他方で、掲示の壁面が1面 少なくなる

こと、風通 しが場合によって は強すぎてカーテ ンを巻 き込 む こと、教室への出入 り口が一か所 で

あ りかつ階段 に生徒が溜 りやす いために混雑す ること、給食 の運搬が大変で ある ことなどに難点

がある と指摘されている(訪 問時の聞き取 り[平 成2年]に よる)。

【謝辞】

上記4校 の訪問聞き取 り調査な らびに資料収集に際 して、各中学校をはじめ教育委員会

か ら御協 力いただ きま した。さ らには 「教科教室制」実施当時に在任の先生方か らもお話

を賜 りました。関係各位 に記 して深甚なる謝意を表 します。
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図2-4目 黒区立第一中学校平面図



3.沖 縄県 における先導的試み(学 習の個別化 と 「教科教室制」)

(1)AO中 学校

1)校 舎 の建設 と校舎の概 要

AO中 学校 は、 「教科教室制」を採用する こととして昭和54年 に基本設計が行われ、56

年 に新設開校 した。屋内運動場 は、翌57年 に完成 したD。

この校舎 は傾斜地 に建設 されてお り、傾斜を利用 して校舎3棟 を2階 部分で廊下で接続

して いる。校舎形式の大 きな特徴は2つ ある。

第1は 、各教室棟 はメディアセ ンターを中心に各教科教室を配置す る点である。従来 の

校舎では、長 い廊 下に接 して各教室が並ぶ 「片廊下」ないし 「中廊下」の形式がほとん ど

で あるが、教科教室 とホール部分(メ デ ィアセ ンター)の 利用が連続す るようになってい

る。ホール を囲んで教室が配置 されているのである。

第2は 、各教室棟 を結ぶ形で配置 された廊下 とランチルーム(食 堂)か らなる空間であ

る。教室移動する際 に持ち物の交換 ・収納が便利なように、廊下に接 してロッカーが置か

れている。また、ランチルームは廊下 との間に壁がないオー プン形式であ り、給食のみな

らず集会等 にも利用できる。ただしランチルームは、基本計画の段階では、次 の事例であ

るGG中 学校のよ うにロッカーで仕切ったホームベイ として提案されていた ものが、 この

ように実施設計の段階で変更 になった といわれて いる2)。

2)「 教科教室制」実施上の利点 と改善点

開校3か 月前に校長 ・教頭 ・事務主事が発令 され、新学期か ら母体校2校 か ら生徒を受

け入れて、1年 生 と2年 生 との2学 年で授業が開始 された。

「教科教室制」が実施される中、開校後4年 の時点で、学校 は教育長 に施設および備 品

整備 の要請 を行って いる。当時の学校資料3)は 、教育 目標達成のための4つ の努 力目標 を

掲 げる。④ 「教科教室制」にそ うような 自主的学習態度 の育成、⑤ 「教科教室制」の学習

指導 を充実するための教師の資質向上、◎教育内容充実 のための施設、設備、備品の整備 、

⑥新 しい学校づ くりのための家庭 ・地域 との連携協力、である。

また 「教科教室制」の特色 ・利点 について、次のようにまとめている。

① 備品や教具の準備 と活用が充分でき授業がスムースに行 える。

② メデ ィアセ ンター に図書資料がそろえぱ、自学自習の場がつ くれ る。

③ 個別学習指導が効果的に運ぶ。

④ 教師 の移動時間が短いので、時間いっぱいに授業が可能。

⑤ 教科経営について教科担任が常時話 し合える。

⑥ 生徒 のそばに常時教師がお り、教育相談 ・生活指導 も気軽 に行える。

⑦ 授業 の方法 によっては、普通の学校よ りも効率的な学習ができる。
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一方、改善すべき点 については、次のように指摘す る。

① 教室移動があわただ しく生徒 にゆとりがない。

② 学級活動、経営が充分 にできない。

③ 教室の美化 に努力 しない。

④ 学級担任が自分の担任の生徒を把握 しづ らい。

⑤ 学年 の職員間の連携が充分 とれず、生徒指導面で支障がある。

⑥ 教室移動が多いため、置 き忘れ 、貸 し借 りが多 い。

⑦ 持ち物の管理が難 しい。

3)「 教科教室制」の取 り止め4)

以上のよ うな利点 と改善点 を抱 えなが ら、その後 も 「教科教室制」は継続 された。 しか

し、「教科教室制」 をよ り効果的 にす るため授業研究等、学校あげての研究実践が行われ

たわ けで もなかった。その間、「教科教室制」 に対す る学校側 の不満は底流 として存在 し

ていたよ うである。

「教科教室制」を10年 余 り実施継続 した平成5年 に公開授業が行われ、 この年、学校側

は教育長に対 して口頭で 「普通教室制」への移行を要請 した。 しかし、 この時点では教育

委員会か らは認め られなか った。

翌年、中学生議会で生徒が市長 ・教育長に対 して 「教科教室制」の見直 しを求める質問

を行った。 「教科教室制」は平成7年 度か ら 「普通教室制」へ移行す るが、そ の直接の発

端 とな ったのが、この質問である。その後、教育委員会は学校 に対 して 「教科教室制」の

メリッ トとデメ リッ トについての研究を指示 した。学校は学校視察 を含 めて校 内研修 を重

ねて研究 をとりまとめ、あらためて改善 を要請 した。 さらに、教育委員 ・教育長 による学

校訪問、PTA会 長か ら教育長への 「教科教室制」見直 しの要請書提 出を受け、3月 には

教育委員 による 「教科教室制」取 り止めの議決が行われた。

「教科教室制」の実施は、14年 間であった。

4)校 内研修 による学校 の結論

学校 による校 内研修(研 究)で 整理 された5)「 教科教室制」および教科教室型校舎の意

図と利点は、前述の特色 ・利点 とほぼ重なるが、さ らにランチルームに触 れて、自習の場、

グルー プ学習の場 、作業の場、全体集会の場、生徒の交流の場 として活用でき、いきいき

とした学校生活ができる、 としている。

また、課題につ いては5つ の側面か ら次 のよ うに整理 している。

① 学級経営面では、専用の教室を持たないため学級所属感が薄 く学級集団作 りに支障

を来す。休み時間 も個別に過 ごすため係活動や個人相談ができず、生徒把握が難 しい。

② 学年経営で は、学年職員室がないため、学年 としての共通理解 、意思疎通がうまく

いかない。 また他学級 が見えな いので、学年 としての共 同歩調が とりにくい。
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③ 生徒指導面か らは、移動のため生徒が落ち着かない。盗難 ・紛失等が多 く、移動上

の トラブルも多い。複数 の学級が使用するため、教室は乱暴 に扱われ管理が難 しい。

④ 学習指導面では、移動のため、授業終了前には落ち着いて学習できない。 また、遅

刻が多 く、学習用具不備のまま授業を受ける者 もいる。

⑤ 学校経営では、学年で補欠授業 を組むので、職員休暇 の際 には連絡 ・配置が難 しい。

いろいろな面で職員がまとま りにくく、指導体制 を整えることが難 しい。

上記か らすると、当初特色 ・利点 と考えられて いた ことが、その前提となる条件が揃わ

なか った り、移動に起 因する問題点のためにうま く機能 しなかった。そ して、先 に改善す

べ きとされた諸点は解決されなかった ことがわかる。

「教科教室制」の良さよりも弊害の方が多 い(と りわけ移動に起因する問題が大きい)

ため、学年学級経営や 生徒指導 の充実をよ り重視 して 「普通教室制」へ改める という結論

であった。

「教科教室制」最終 年度の教室配置 を図2-5に 示す。

5)「 普通教室制」への移行 のための施設整備

また、「普通教室制」移行後の教室配置は図2-6に 示す通 りである。3つ の校舎棟 に

はそれぞれ1学 年、3学 年、2学 年の普通教室が置かれた。各棟では、以前のメデ ィアス

ペースを囲んで、学級教室が配置されている。当然の ことなが ら、教科教室を転用 したた

め に教室 の大 きさ、向 きや出入 り口の位置 ・大きさに差が出る場合 もある。 また、 「2-

1」 の学級では、学級数の関係か ら同学年 の棟 に確保できず離れて他の棟 に教室が置かれ

て いる。

移行 に伴い、各学級のカバ ンや学習用具 を置 くスペース として、各教室に2段 の棚(ロ

ッカー)が 新たに設置 された。廊下にある固定された ロッカーは、今後利用 を検討するこ

ととして、 とりあえず掲 示板 として活用 されることとなった6)。

6)「 普通教室制」への移行後の状況

「普通教室制」への移行後、以前の問題 は改善 され学校全体 が落ち着いてきたと学校側

は評価 している。具体的には次のよ うに変わった という。

① 学習指導 も生活指導も徹底 しやす くなった。

② 学年を統一 し、かつ学年の特色を生か した指導が可能 となった。

③ 授業の受け方や職員室への入室指導 も含め、学級経営が容易になった。

④ 生徒の行動把握が容易 になった。

⑤ 生徒はのびのび と生活するようになった。けじめ もつき、問題行動が減った。

7)「 教科教室制」実施の条件

では以上の経験を経て、 どのよ うな条件が揃 えば 「教科教室制」が機能する と考えてい

るのであろうか。AO中 学校で指摘するのは以下の諸点である7)。

① 生徒 に基本的生活 ・学習習慣が育成 されていること。
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② 移動に時間がかか らない校舎づ くり。

③ 生徒に目的意識が備わ り学習意欲 に満ちている こと。

④ いじめ、校内暴力、盗難等生徒指導上の問題がない こと。

⑤ 視聴覚備品、コンピュータ等の設備が充実 している こと。

⑥ メディアの活用など 「教科教室制」の特性 を生かす研修 の場が与 えられていること。

⑦ 教師は、比較的有能で、指導性 が高 く、研修意欲 に満ちている こと。

⑧ ロッカーは学年別 に設置され、便利な場所 にあること。

⑨ 在籍は1学 年3学 級で400名 程度であること。

⑩ 複数の学校配置。

これ らの うち① ～④ 、⑧、⑨ は移動 に直接あるいは間接 に関連する条件 といえる。④に

ついて は、 もしそれ らが発生 した場合には生徒 が移動を常時行 っているために、対応が難

しいという意味であげ られている。

【注】

1)学 校要覧(平 成6年 度)に よる。

2)長 沢 ・横 山 ・金 「生活スペースの多様性 と選択傾向 一中学校の建築計画に関する調査 ・分析

その5一 『日本建築学会学術講演梗概集』1571頁 、1984。 なお、 このグループの現地調査 は、開

校2年 後 に次 のGG中 学校 と同時 に実施 されている。

3)「 本校 の概要」1983。

4)教 育委員会な らびに学校聞き取 り調査(平 成8年2月)か らまとめた。

5)同 上調査 の学校資料 による。

6)同 上調査 の教育委員会資料による。

7)前 掲調査 の学校資料 による。
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図2-5AO中 学校教室配置図(「 教科教室制」実施最終年度)



図2-6AO中 学校教 室配置図(普 通教室制への変更年度)



(2)GG中 学校

1)建 設の経緯

生徒の多様な能力 ・進度 ・興味 ・関心 に応ず るためにはティームティーチ ングによる学

習展開や 自学 自習教材による個別進度学習な どが有効であ り、それ らを実践す る方式とし

て 「教科教室制」 は最も対応 しやす い。 このよ うな考 えの もと 「教科教室制」を採 用する

こととし、施設計画が策定された1)。

GG中 学校は、近隣2校 の分離新設校であ り、校舎 はAO校 とほぼ同時期の昭和56年 夏

に完成 した。

2)校 舎の概要

校舎の全体構成もAO校 と類似 し、メデ ィアセンターと教科研究室 まわ りに教科教室が

配置 された3階 建の校舎棟が廊下で接続 されている。

ただ し、校舎棟は4棟(技 術家庭 ・社会科棟、理科 ・数学棟 、管理 ・芸術棟、国語 ・外

国語棟)で あることと、各棟 を接緯する廊 下はAO校 が ランチルームで あるのに対 して、

4m×9mの 広 さの ロッカーで仕切 られた(上 部仕切 りな し)ホ ームベイ と呼ばれ る各学

級専用 の空間となっている点が大きく異な る。

メデ ィアセ ンターと呼ばれ るオープンスペースに想定されている機能は次のよ うな もの

である2)。

① 教材 ・掲示 ・展示物が集積するメディアセ ンター。

② ティームティーチングや多様な集団編成 による学習展開の場。

③ 休み時間や放課後 の生徒 の自学 自習や活動の場。

④ 生活交流の場 として のラウンジ。

⑤ 教科 に関連 の深いクラブ活動の場。

一方、ホームベイは食堂 としての機能のほか に、ショー トホームルーム(SHR)の 場

として も計画 されてお り、テー ブルを囲んで学級集会が可能なようになっている。ホーム

ベイはホームベースとも呼ばれ る。それ までの教科教室型校舎 では学級集団の居場所が大

きな問題になっていたが、普通教室ほどの広 さはないものの特定学級 のための専用空間を

確保す るという点で、ホームベイは この問題 を解決する施設面での画期的な改善、提案で

あった。

3)生 徒の増加 と 「教科教室制」

各学年5学 級が施設計画では想定されていたが、開校後数年の時点で、学級数は17学 級

とな り、プ レファブ教室 さらには普通教室 と特別教室か らなる教室棟を増築す ることとな

った。 この時点で、移動 に混乱 を来 したことと時間割が組めな くなった ことのために、全

校単位 の移動 による 「教科教室制」 をあきらめ、棟別 に学年 を割 当てて学年別 の 「教科教

室制」が行われるよ うにな った。学校は、その頃の様子 について、教科 の資料が豊富で教

科指導には良いが、置き忘れが多 く、また移動 時間の無駄が多かった と評価 している3)。
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また、1階 のホームベイ まで目が行き届かず生徒指導で問題があった。 さらにホームベイ

は狭 く、かつ上部が開放であるために隣の話声等が邪魔になってホームルームには適 して

いないとの評価 がな されて いる4〕。

そ の数年後、つま り 「教科教室制」実施10年 余 りの時点で 「教科教室制」は取 り止め ら

れ、「普通教室制」へ変更 され た。

なお当校での聞き取 りでは、学級数 に関連 し、1学 年4学 級では機能するが5学 級では

混雑 し、難 しさがある との意見が聞かれた。

【注 】

1)「 教 科教 室 とホー ムベ イ 」柳 川覚 治 監修r子 供 た ち を育て る学 校施 設 』第 一法規 、1982、47頁 。

2)同 上49頁

3)学 校 聞 き取 り調 査(平 成8年2月)に よ る。

4)前 掲r子 供 た ち を育て る学 校施 設 』50頁 。
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(3)TG中 学校

1)建 設の経緯

農村地帯 に位置 し、大正2年 に尋常小学校 として創立された長 い歴史 を有す る学校であ

る。戦後小中学校 とな り、小学校が分離 し単独 中学校 となった。

設置者はGG中 学校 と同 じであ り、同様 な考えのもとで教科教室型校舎の建設が行われ

た。昭和58年 度 に第一 ・二期工事が完 了し、 「教科教室制」は昭和59年 度秋か ら開始 され

た。保護者の理解 を得 るのに多少の時間を要 した という。 ただ し、教科教室型校舎 として

全体 の完成をみたのは、増築部分(英 語教室、国語教室、特殊学級、相談室等)の 工事が

完了 した昭和62年 度末である。

学級 数は、増築前後に5学 級 の学年があ り全校13学 級 となった ことがあるが、それ以外

は12学 級で安定 し推移 している1)。

校舎平面図を、図2-7に 示す。

2)「 教科教室制」 の実施 と研究

昭和63年 度か らは県 の研究指定を受 け、 「基礎学力の向上 を図る指導法の工夫改善」 に

5年 間取 り組んでお り、「個別化学習の指導方法の工夫」 のテーマで も研究が進め られて

いる。 また平成4年 には、全国個性化教育研究協議会大会の会場 とな り、数学 と理科の公

開研究授業が行われている2)。

そのよ うな経験 を踏まえて、 「教科教室制」の利点 と問題点 は次のよ うに整理 され てい

る3)。 まず、利点 としては、

① 教室 ・メデ ィアを有効 に使い、図書やその他の資料 を常時使えるよ うに準備すれば、

調べ学習、課題解決学習、個別化 ・個性化学習 に適 して いる。

② 教材の資料提示が容易である。

③ 授業の準備がや りやすい。

④ 教官室で専 門的な指導や相談がや りやすい。

⑤ 教室が近いので教師 にとっては時間にゆとりがある。

⑥ 全生徒に接す るため全学年の生活指導 はや りやすい。

次 いで、問題点 としては次のものがある。

① 生徒を普段 か ら訓練 しておかないと、授業中騒が しい時が多 い。

② 移動のため、授業の後片づ けや補修授業が難 しい。

③ 生徒が常にホームベイを行 き交い、騒 々しくなる。

④ 教室への愛着が薄 い。 また、教室や道具 を大切 にする心 を育て にくい。

⑤ 汚れや掲 示物 の破損な ど、ホームルームの管理が難 しい。

3)「 教科教室制」 の中断

現在 「教科教室制」 は中断 している4)。 「教科教室制」を中断す る前は、生徒が落ち着

かず、生活指導が大変であった状態が続いた。授業中に生徒 の廊下俳徊 も見 られ、階段の
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下のアル コー プ部分のような教師の死角になる場所での問題行動が あったとい う。新校長

は生徒を落ち着かせ る ことに粉骨砕身 し、 「教科教室制」の中断 はその対応措置の一つと

して行われたのである。

4)「 教科教室 制」の条件 ・課題

「教科教室制」の条件 ・課題について、当校 では以下のよ うに考えている5,。 これ は、

「教科教室制」再開の鍵 になると思われる。

① メデ ィアスペースの充実(掲 示板、図書 、机、いす、資料 をいつで も使用できる状

態にする)。

② 教室の広 さが充分であること。

③ 視聴覚室の充実。

④ 学年毎の教科教室型校舎。

⑤ 校内研修 の充実(学 校全体での取 り組み)。

【注】

1)平 成元年度学校要覧、平成7年 度学校要覧、平成7年 度学校教育計画な どによる。

2)「 教科型メディアの活用」『オー プン ・スペース ・スクール読本』308頁 、教育開発研究所1993。

3)聞 き取 り調査(平 成8年2月)の 資料による。

4)平 成7年 度 より中断(学 校談)。再開の意志 と可能性 を持って いるために学校 は中断 としている。

実施期間は11年 間。

5)前 掲 、聞き取 り調査(平 成8年2月)の 資料による。
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図2-7TG中 学校平面図



(4)GN中 学校

1)建 設の経緯17

昭和57年 に教育施設10か 年計画を策定 し、母体校の過密解 消のため、新設中学校の設置

が計画 された。昭和59年 に教育委員会にお いて、学校規模や学校運営方式等が協議され、

16学級の 「教科教室制」 を実施するオープンタイ プ2)の 校舎 とす ることとなった。直ちに

基本設計 ・実施設計が行われ着工 した。翌年度 には工事が完了 し、61年 の新学期 に開校 し

ている。

この間、開校のおよそ半年前 に、校長、教頭および事務主事が発令 され、校長 と教頭 は

オー プンタイ プの先進校の視察 を行っている。

2)校 舎の特色

当校の校舎 は、個別化学習 に対応する と同時に、豊かな生活環境を提供することを意図

して計画 されている。学校新設時のパ ンフレッ ト3}お よび学校要覧には、当校の 「建学の

理念」 として次の2点 が掲 げられている。

一つは、「21世紀 に生きる日本人の育成 をめ ざした様 々な学習形態 ・教育方法の変化 に

対応できる学校」であ り、「教科学習 を効果的 に進 める教科教室型 ・自主学習 の場 として

のメディア(ラ ーニ ング)セ ンター、LL教 室、AVシ ステムを備えた視聴覚室等柔軟で

多様な施設 を備え、個を重視 した教育 の創意工夫ので きる学校である」 と説明 している。

もう一つ の理念 は、「教育 の場 にふ さわ しい豊かな 生活環境 を備 えた学校」で あ り、 「学

校 を一つの 「村落」 と捉 え、村落民の生活の中心であ り、憩 いの場であった 「ふれあいの

広場 ・集 いの広場」 としての ランチルーム、学年ブ ロックの中心 メディア(ラ ーニング)

センター、屋外ステージ、作業場、テラス、図書室サ ロン等豊かな生活空間を備 えた学校

である」 と説明す る。

これは、教育 目標 というよ りも手段方法を示 してお り、校舎建設の理念であると理解で

きる。学習空間の多様性、融通性 に重点 をお くとともに、生活空間 としての豊かさを強調

して いる。

図2-8に 、建設時の校舎平面を示すが、教科のメディアセ ンター(多 目的ホール)と

教科教官室を囲む形 で教科教室がまとめ られ、教室 とメデ ィアセ ンターの間はロッカーで

仕切 られている、いわゆるセ ミオー プンの教室形態を持 っている。また、前述の沖縄県の

先導校3校 と同様に通常の職員室は持たず、中央 には事務室 と会議室が置かれていること

も校舎の特色 の一つである。 さらに、当校の大 きな特色 として、校舎 の中心 に位 置する ラ

ンチルームを抜きにできない。待合広場、集会の場 として設 けられている。

3)研 究実践の成果 と課題

開校後の2年 間、市教育委員会の研究委託を受 け 「個別化学習の工夫 と展開」のテーマ

で授業研究を行 い、引き続き昭和63年 ～平成元年度 には、県および市教育委員会 の指定 を

受 け 「教育課程の編成 ・実施管理 」について研究を行 っている。後者は、 「一人ひ とりを
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伸ばす学習指導法の工夫 と改善」 をサブテーマとす るものである。以下、平成元年 にとり

まとめ られた報告書47か ら、研究の成果 と今後の課題 を 「教科教室制」にかかわ ると思わ

れる部分 を示せ ば次のようである。まず、成果について、

① 個別化学習を進める中で、生徒一人ひ とりが課題 に興味 ・関心 をよせ、休憩時間、

放課後等 の時間を利用 し、主体的に課題学習に取 り組む生徒が増えてきた。

② メデ ィアセンター、多 目的ホール、テラス等 も課題学習 に取 り組む場所 という意識

が高ま り、静かに学習する雰囲気が見 られるようになった。

③ 個別化学習については、教科 に適 した視聴覚機器や学習教材の準備 と効果的な活用

によって、生徒一人ひ とりが、明 るくいきいきと授業 に参加する姿が多 く見 られるよ

うになった。

④ 教科教室型の学習の形態で、それぞれの教科 の特性 を教室 に十分生かし、生徒の学

習意欲 をひ きだす ことがで きた。

次いで課題について、

① 出張、職専免、年休等で欠ける時数の補充 をどうす るか。

② オー プン ・スペースを活用 しての学習指導法(学 習形態等)に ついての継続研究 と

個別化学習 に必要な設備 ・備品等 について も検討 し、学習の場の整備が必要である。

③ 生徒 の自己学習力を育て るために、 「学習の手引き」 の活用の仕方、一人学びの仕

方を指導 してゆく。

④ 教師一人ひ とりが主体的に研修 に取 り組めるように、研修時間の確保に努める必要

がある。

4)学 習 の場の活用 と生徒指導

上記の全体のま とめはテーマ に沿 って、教科指導を中心 になされている。そ こで、校舎

空間の利用 と生徒指導 についてやや詳 しく記載 されている学習環境研究部会の研究 内容を

見てみよ う。学習環境研究部会では、① スペースの活用、②学級 と教科の両立 させ る教室

利用、③ 生徒指導、の3点 に焦点が当て られた。

第1点 に関 して、メデ ィアスペースでは移動式テーブル 、大型パネル、視聴覚機器、移

動式黒板等 がセ ッ トできるよ うに整え られ、個別学習 にお いて当初は とまどいも見 られた

が真剣 に学習に取 り組む姿が見 られるようになった こと、主として ランチルー ムに使われ

ている中央の多 目的ホールでは、クラブ活動や生徒会活動、文化祭の展示、全校生徒 の集

会で も活用 されて いる こと、が報告 されている。第2点 の教室利用 に関 しては、教科教室

としての掲示 ・展示の工夫 をする一方で、ホームルーム教室として掲示物 を精選 した効果

的な掲示が必要で あることが述べ られている。第3点 の生徒指導に関 しては、移動のため

学級への定着意識が薄 くな りがちで ある、学習用具の紛失や無断借用がある、紙 くずや椅

子の整頓など教室 美化 に問題が あるな どの現状、また、壁のないオー プン形式であるため
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に隣 りの教室か らの音が集 中力のない生徒をつ くりだす懸念な どを指摘す る一方 、基本的

な生活習慣および真剣 に学 習に取 り組む態度 を身につける指導が重要であ り、継続的 にそ

れを行 う必要が あるとして いる。

5)「 教科教室制」の取 り止め

結局のところ 「教科教室制」は、研究発表が行われた翌年度 の途中、開始後5年 目に取

り止め られた。そ の原因は、学習環境研究部会が検 討課題 とした うちの第3点 すなわち生

徒指導にある。 生徒の行動が粗雑 にな り、校舎 の器物破損がみ られるようにな った。そ し

て、メデ ィアスペースとの境が腰壁までの半開放型にな っていた教科研究室は、ガラス等

をいれて完全 に仕切る状態 に改造 されたのである。テ ラスや階段の吹 き抜 け部分では、危

険な遊びなども出て きた5)。

このよ うに生徒指導が追 いつかない状態が生 じたのである。生活環境の充実 を意図 して

設計 された空間は、教師 にとって死角であ り、生徒の問題行動の発生場所 となった。

聞 き取 りによると、生徒の居場所がなく、毎時間の教室移動のため に生徒は落 ち着かな

かった、オープン形式のメディアスペースを囲む教室は メディアスペースで他 の学級が学

習 していると他 の学級 の生徒が気 にした、 という。学校施設の整備 ・計画では、学校の実

態 を十分理解 して、将来 の可能性 についてプラス面のみな らずマイナス面 も十分考 えるこ

とが大切であるとの意見が聞かれた6)。

【注】

1)教 育委員会 「落成 ・開校GN中 学校」1986に 詳 しく掲 載されている。

2)こ こでは、教室 と廊下等の間の壁がない空間形式を指す。

3)教 育委員会 「GN中 学校」1986。

4)GN中 学校 『研究報告書(第3号)』(研 究主題:望 ましい教育課程の編成 と実施管理を どのよ

うに行 うか 一一人ひと りを伸ばす学習指導法の工夫 ・改善をめざして一)1989。

5)「 平成7年 度 学校経営計画」には、 この箇所での注意事項 が記されている。

6)学 校訪問時の聞き取 りによる(平 成6年10月)。

【謝辞】

沖縄県 の上記4校 の 「教科教室制」に関する調査 ・資料収集 に際 しては、当該教育委員

会な らびに中学校 に御協力をいただきました。記 して深甚なる謝意を表 します。
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図2-8GN中 学校平面図



第3章 「教科教室制」の実施状況に関する調査

1.調 査 の概 要

(1)ア ンケー ト調査 の目的

本章ではアンケー ト調査によって、幅広 く全国の中学校 における 「教科教室制Jの 実施

状況 を明 らかに し、 「教科教室制」実施の課題等 について資料 を得 ることを 目的 とする。

アンケー ト調査 に際 して重視 したのは、次 の2点 である。一つは、実施状況を現在のそ

れにとどまらず過去に遡 って明らかにする ことである。それによって 「教科教室制Jの 変

遷を理解す ることが可能 になるとともに、前章の事例の位置づけが明確になると考え られ

る。 もう一つは、「教科教室制」の利点 と問題点等 を問い、実際に 「教科教室制」 の経験

のなかか ら課題を明 らかにす ることである。 これは 「教科教室制」を計画する場合の参考

になると同時に、「教科教室制」実施校の学校経営 の参考資料になると考えられる。

(2)ア ンケー ト調査の方法

1)調 査対象校

調査対象は国公立中学校 とする。私立中学校については調査対象 となる学校の情報が少

なく、また中学校 と高等学校の一貫校が多 く単純 に国公立中学校 とは比較できないために

別途調査 を行 う必要があると考 え られる。

具体 的には、各種 の文献 ・資料などか ら 「教科教室制」を実施 しているとされる、ある

いは予定 されている とする中学校を調査対象校 としている。ここでいう文献 ・資料には、

文教施設協会 『教育 と施設』(E&E)1J、 ボイ ックス 『ス クール ・アメニティ』な どの

教育施設専門雑誌 、建築家向けの設計資料で ある 日本建築学会 『建築設計資料集成』2)、

昭和53年 に朝 日新聞3)に 掲載 された大串不二雄による実施校 リス トな どが含 まれ る。 この

ほか、教育研究者や建築研究者などか らの情報 をもとに対象校に加えた学校 もある。

なお、すでに前章で報告 した訪問聞き取 り調査な どによって、「教科教室制」実施 の状

況 を把握 しているものについては、ア ンケー ト調査 か らは除外 している。

アンケー ト調査対象校の一覧は表3-1に 示す通 りである。

2)調 査の方法 と期間

学校長 あての郵送調査 とし平成8年7月 に実施 した(1か 月強の回答期 間)。 なおその

後、対象校 を若干加えて いる。先の一覧表 は最終の対象校である。

3)調 査項 目
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巻末の付録1～2に アンケー ト調査の依頼文書な らび に調査票を掲 げる。

調査項 目は、現在 「教科教室制」 を実施 している学校に対 しては、開始時期、 「教科教

室制」 の利点(効 果)と 問題点、 「教科教室制」が機能するための条件 ・課題 あるいは意

見を、かつて 「教科教室制」 を実施 した経験のある学校 に対 しては、実施期間、「教科教

室制」 を取 り止めた理由、 さらに同 じく条件 ・課題あるいは意見 を尋ねている。そ して、

共通 して学校施設 図面、学校要覧、時 間割表、 「教科教室制」実施に伴 う研究報告書の提

供を求めた。利点 と問題点、条件 ・課題、意見 につ いては自由記述式である。

(3)回 収状況等

調査対象47校(国 立4校 、公立43校)の うち回答が得 られたのは、表3-1に 示すよう

に39校(国 立3校 、公立36校)か らである(回 収率83.0%)。

回答があった公立校のうちの4校(東 京都世 田谷区玉川中学校、兵庫県淡屋町立岩屋中

学校、長 崎市立三川 中学校、沖縄県那覇市立石嶺中学校)は 、「教科教室制」 と 「普通教

室制」 のどち らでも実施できる形態 として整備 されているが、回答 によると当初か ら 「教

科教室制」は採用 されていない。調査対象か らは漏れたものの、 このような中学校は全国

的にはさらに幾つか存在する可能性が ある。

【注】

1)な かでもNo.44(1994年3月)は 、教科教室型校舎の特集を してお り、事例 も多 く紹介されて

いる。

2)日 本建築学会 『建築設計資料集成6建 築 一生活』丸善、1979。 および同 『コンパ ク ト建築設

計資料集成』1986。

3)朝 日新聞昭和53年4月8日 付 広告 のページ〈新学期〉企画 ・制作朝 日新聞社広報部。第2章

目黒第一中学校 の注に同じ。
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表3-1ア ンケート調査対象校および 回答状況



2.「 教 科教 室制 」 の 実施 状 況

(1)「 教科教室制」の実施と取 り止め

1)「 教科教室制」実施校

アンケー ト調査対象校のうち、現在教科教室制 を実施 しているのは18校 であった。ただ

し、岩出山中学校 は調査回答はなかったが関係情報か ら実施 しているとみなされ るので、

それ を合わせ ると、平成8年 度現在、全国で19校 の国公立中学校が 「教科教室制」を実施

して いる(以 下では 「実施校」 と呼ぶ)こ とになる。

2)「 教科教室制」経験校

これ に対 して、かつて 「教科教室制」を実施 した経験のある学校(以 下では 「経験校」

と呼ぶ)は 、アンケー ト調査の範囲では17校 が確認 された。 これに、事例分析で報告 した

8校 、前章では報告 しなかったが一連の訪問調査 のなかで資料収集を行った1校 、さ らに

調査回答 はなかったが教育施設雑誌で 「教科教室制」の実施が確認できるあやめ野中学校

を加えると、27校 となる。 これ らは、平成8年 度現在では 「教科教室制」 を行 っていな い

が、かつての 「教科教室制」の実施期間が確認できた学校数である。

なお、調査回答が得 られなかった学校 の多 くは、すでに 「教科教室制」を取 り止めて い

ると考 え られる こと、そ して調査対象校か ら漏れた学校 も少なか らずあると考え られ るの

で、実際 には経験校 はかな り存在する ものと思われる。

以下で は、上記の実施校19校 と経験校27校 を基本的な分析対象 として分析を進 める。

(2)「 教科教室制」の実施期間

図3-1に 実施校 と経験校に分 けて 「教科教室制」の実施期間を掲 げる。長期間実施継

続 している学校がある一方で、 ごく短期間(数 日程度)に とどまる場合が ある。

1)実 施校

実施継続期間か ら2つ のグルー プに大別できる。一つは、20年 以上継続 して いる学校で

あ り、これには、埼 玉大学附属中学校 と香川大学附属高松中学校の2校 が該当す る。他は、

「教科教室制」の実施経験10年 未満の学校であ り、いずれも公立校である。すなわち、長

期間の実施校は国立大学の附属校であ り、経験が長 くない公立校 と対照をなす。これよ り、

国立大学附属校の場合には 「教科教室制」の実施継続 にとって、有利な条件が揃 って いる

のではないか との推測ができる。

2)経 験校

「教科教室制」の実施期間につ いては、20年 を超 える長期 にわたる学校か ら、 ごく短い

期間 しか行われなか った学校 まで広 く分布 して いる。長期 間実施継続 した学校 としては、

飯 田東中学校(42年 間)、 長崎大学附属中学校(31年 間)、 青渓 中学校(24年 間)、 目黒区

一56一



立第一中学校(19年 間)が ある。実施期間を5年 きざみでみると、5年 間 までが5校 、5

年 を超 え10年 間が6校 、10年 を超え15年 間まで7校 であり、数年間 と答える学校3校 も合

わせると、およそ8割 の学校が15年 間までの実施 とい うことになる。

経験校 における大 ざっぱな実施期間の平均 はおよそIl年 間である。

ところで、最 も長期間 にわた り実施継続 した飯 田東中学校では、実施継続およそ30年 の

時点で校舎改築を行 い、その後さ らに10年 を超 えて 「教科教室制」が実施 されている。実

施期間の途 中で、改築を経験 したまれな事例 といえる。

(3)学 年別 「教科教室制」

「教科教室制」 は、3学 年が一斉 に全校 の範囲で教室移動を行 うことが一般的である。

しか し一部の学校では、移動の物理的な範囲をできるかぎ り学年単位 に限定する、つま り

学年毎 に教科教室を割 当てるよ うにした、いわ ば学年別 「教科教室制」 ともいうべき状況

が見 られる17。 その場合、同一階ないし同一棟に当該学年の教科教室をワンセ ッ ト整備す

る ことになる。

1)実 施校

埼玉大学附属中学校(図3-2)や 玉島北中学校(図3-3)が 該当する。 また、城南

中学校(図3-4)で は、現在全校で移動を行 っているが、当初は階を分 けて学年別 に実

施 されていた2}。

2)経 験校

前述の開校後数年経過 した時点か らのGG中 学校、そ して大網 中学校があげ られる。大

網中学校では、特定 の学年のみ 「教科教室制」が行われていた。

(4)学 級規模 と 「教科教室制」

図3-5は 、学級数 と 「教科教室制」の実施期間(実 施校 にあっては、平成8年 度現在

の学級数 と平成8年 度時点で開始後何年 目かを示 し、経験校 にあっては原則 として取 り止

め直前の学級数 と実施継続年数 を示す)か ら、各校 を布置 した ものである。ただ し、すで

に取 り止めて いる学校 のうち、実施時の学級数等 が送付資料等 か ら確認できなかったもの

につ いては除外 している。

1)実 施校

「教科教室制」実施校の特徴 の一つは、過小規模校 とも通称 される全校6学 級以下(1

学年2学 級以下)の 学校が10校 存在 し、実施校19校 の過半を占めることで ある。全国の中

学校 の中で6学 級以下の学校の割合は公立で約25%で あることか らすれ ば、極めて割合が

高い。 このような特徴は、特定 の小規模校を持つ 自治体(岩 手県岩泉町、福島県三春町)

で積極的に教科教室型校舎を整備 し 「教科教室制」 を導入 したことによる結果である。

学校教育法施行規則でいう小規模校(11学 級以下)の 範囲で見ると2校 増えて12校(た
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だ し、加須東中学校については平成9年 度学級増が予定され、その場合 この範囲か ら外れ

る)と な る。また、12学 級か ら18学 級 までの標準規模校は6校 存在 し、19学 級を超 える大

規模校 は1校 にとどまる。大規模校 に入るのは城南中学校であ り21学 級(普 通学級)と な

っている。

2)経 験校

他方、経験校 について は、27校 のうち 「教科教室制」を実施 していた期 間において6学

級以下であったのは、青渓 中学校 のみ(「 教科教室制」取 り止め直前全校6学 級、ただ し

「教科教室制」実施期 間中の最大学級数は8学 級)で あ り、学級数7の 女満別中学校 を加

えて も小規模校 は2校 に過ぎない。 これに対 して標準規模校は12校 、大規模校は7校 に及

ぶ3)。

このよ うに実施校の学級数は、経験校の学級数よ り明 らかに少ない。経験校の学校規模

の大 きい ことは、前章でみたように学校施設の量的整備の時代 にあって、かつて 「教室数

の抑制」が 「教科教室制」導入の主要な理 由であった ことを物語っている。

さ らに図3-5か ら明 らかなように、全体的には学級数が少ないほ ど実施期間が長 いと

いう傾向が読み取れる。

【注】

1)調 査票では、実施単位について 「全校」か 「学年別」かの記入欄はあるが、大網 中学校か ら 「特

定学年のみ実施」の回答のほかは、学年別 に実施 しているとの記入は見 られなかった。 ここでの

記述 は、教室配置図および時間割表か ら判断 したものである。

2)文 教施設協会r教 育 と施設』44号 、67-68頁 、1994年 。

3)経 験校に関 しては、入手資料か ら当時の学級数が把握できなかった学校が6校 ある。
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図3-1「 教科教室制」の実施状況(国 公立中学校)



図3-2埼 玉大学附属中学校平面図



図3-3玉 島北中学校平面 図



図3-4城 南中学校平面 図



図3-5「 教科教室制」実施期間と学級数



3.「 教 科教 室 制 」の 利 点 と問題 点

(1)「 教科教室制」の利点

1)経 験校 にお ける利点

前章第2節 では、昭和20年 代後半か ら30年 代後半 までの建設事例 を報告 したが、 ここで

あ らためて、 これ ら事例 を通 じて 「教科教室制」の何が利点として考え られていたかを整

理すれば、次の3点 に要約できる。

第1は 経済性、すなわち学校施設、 とりわ け教室が効率的に利用で きる ことである。六

三制の実施に伴って当座 しのぎで応急的に確保 された中学校校舎では教育環境 としては問

題が多々あ り、本格的な学校施設が必要 となった。さ らに第一次ベ ビーブーマーが中学校

の段階にさしかか り生徒数の急増 に対 して教室 の新たな確保が必要であった。 しか し、自

治体の財政力は弱く十分な整備は難 しかった。そ こで提案されたのが 「教科教室制」であ

った。

第2は 、各教科にふ さわ しい教室環境が充実できることである。学級数 に見 合った普通

教室 を整備す るだけで四苦八苦す る当時の状態では、加えて特別教室 を整備す ることは非

常 に困難 であった。 「教科教室制」の導入 は各教科 ごとに専用教室の整備 を可能 とす る。

第3に 、生徒の自主性や社会性の育成を図ることができる ことで ある。 「教科教室制」

では、次の授業に備えて主体的に教室移動 を行わなけれ ばな らないし、各教科 教室では多

数の学級が使用す る共通の教室 としてのマナーが重要 となって くる。そ こで 「教科教室制」

のもとでは、自主性や社会性を身 につけることができると考え られている。

しか し上記3点 は、各事例で均等 にあげ られているのではな く、新 しい事例ほ ど第2・

第3点 に重点が移っているのである。

次いで第3節 の沖縄県の4事 例では、教育方法の多様化、 とりわけ個別化学習が進めや

すい という点が加わる。各教科教室はメデ ィアセ ンターの周辺に配置され、教室 と一体的

な利用がで きる。そ して、教材や機器 をメディアセ ンターに備えることによ り個別化学習

を可能 とす る。 これが第4点 目である。

2)実 施校 における利点

では、実施校ではどうであろ うか。アンケー ト調査に回答 のあった全校(18校)が 記入

して いる')。その内容 は、学校別 に問題点、条件 ・課題とともに付録3に 収録 している(一

部抜粋)。

表3-2は 、各学校が利点 とする項 目(表 の 「内容」欄)を 整理 した ものである。抽象

的な表現の ものか ら具体的な表現によるものまで幅があるが、ほぼ同内容のものを くくり

項 目として扱 った ところ、全体では51件(項 目)に 及び、1校 当た り3件 の指摘 とな って

いる。各項 目の右端 の欄に指摘学校数を示す。
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内容は 「教科経営 」に関す る項 目、「移動の効 果」に関す る項 目、 「その他」の3領 域

に大別 され る。なかで も 「教科経営」 に関 しては18校 全校か ら指摘 されている。 「移 動の

効果」 について も過半数か らあがって いる。 まず 「教科経営」については、教科指導がや

りやす い、学習環境 の整備 ・充実が容易、あるいは教科 の特色を生か した整備が可能であ

る、学習環境が充実す るために学習意欲が向上する、オー プンスペース(OS)が 整備さ

れているために学習方法の多様化や授業改善が図 りやすい、といったことがある。 「教室

移動」 については、気分転換 にな り学習意欲が増す としてお り、学年交流が活発にな ると

の指摘 も合わせて一部で見 られる。 「その他」では、まず、運営上の改革が図 りやすい と

の指摘 があるが、 これ は、 「教科教室制」をよ り効 果的なものにす るための弾 力的な 日課

運用等 を指 してお り、「教科教室制」が運 営上の改革の突破 口となることを示 している。

次 いで 、すべて教科教室 として利用するため学級数が減少 しても余裕教室が発生 しない点

があげられている。 さらには教育実習生の指導が しやす いとの指摘があるが、 これは教員

養成系大学の附属 中学校か らの指摘 である。

以上よ り実施校の利点 は、前章の事例か ら整理 した利点のうち第2～ 第4点 に集まって

いる ことが分かる。と りわ け第2点(表 では、学習環境の整備、授業準備の利便性、学習

意欲の向上が該 当)に 関連 して利点 を指摘す る学校 は、大半 といえる16校 にのぼる。そこ

では、学習環境の充実が生徒 の学習意欲 を刺激する という作用を指摘 している点に注 目さ

れる。第3点 につ いては 「移動の効果 」の2項 目が該 当するが、少な くとも社会性 という

面では 「学年交流が活発 になる」 とい う指摘 が2校 か らのみであ り、利点 としては余 り意

識 されていないということができる。第4点 については 「授業展 開の可能性」が該当 し、

実施校 の3割 か らの指摘で ある。

(2)「 教科教室制」の問題点

実施校 において何を問題点 と感 じて いるかについて、表3-3に 整理 した。同 じく自由

記述を整理 したものであるが、小規模校4校 か らは 「問題点な し」 との回答 を含め指摘 は

なか った。 このうちの1校 か らは、一般論 として考 えられ る 「教室移動」の大変さも自主

性 を育む利点 として捉 えているので問題点はない、 と回答 されている。問題点 を指摘する

のは14校 であり、項 目数は39件(1校 当た り3件 弱)で ある。

内容 は、大 きく4つ の領域に分 け られる。 「教科経営」 に関する問題点、 「学年 ・学級

経営」に関す る問題点、 「教室移動 」 に関する問題点、 「教育行政」 に関す る問題点 であ

る。最 も指摘 された割 合が高 いのは、 「教室移動」 に関する問題点である。 問題点 を指摘

する学校の7割 に及んでお り、しか もそ の多 くは生徒指導 上の問題 となっている。前章の

事例の問題点 とほぼ重なっている。

次 に多い 「教科経営」 に関 しては、問題点を指摘す る半数の学校か らあが っている。そ

の うち施設の設計 ・整備 に関連 して問題があるとする学校 は3校 である。施設 とは離れて
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「教科担任 の方針 によ って差 が出る」 「教科 担任 の工夫 とアイデアが必要」 「教師の意識

改革が必要」な ど、教員の力量 ・意識 、組織 ・運営上の問題があることは注 目に値す る。

さらに 「教科に応 じた環境 ・雰囲気づ くりが難 しい」 とい う指摘 もあり、利点 として の効

果が発揮で きる学習環境の整備は必ず しも容易でな いことをうかがわせる。

中学校 において 「学年 ・学級経営」 は 「教科経 営」との両輪 とな っているが、 「学年 ・

学級経営」 に関す る指摘 も6校 か らあがって いる。 「クラスの仲間が集 う場所がみあたら

ない」という施 設整備に起 因す る問題 もあるが、 「学級 ・ホー ムルーム教室への帰属意識

が薄 くなる」 「学年単位で道徳 ・学活 ・行事 を計画できない」 「ホームルーム併用 のため

機器管理が難 しい」 「教科教室 とホームルーム教室 との調整 が大変」 といった、 「教科教

室制」を実施す る場合 に避 けることが難 しい、学校経営 上の問題があが って いる。 この こ

とは、 「教科教室制」のもとで教科経営 と学年 ・学級経営 には、二律背反的な側面がある

ことを意味する。

教育行政 に関す る問題点 としては、 「教育行 政機 関の理解不足」があがって いる。 「教

科教室制」を実施す るためには、パイ ロッ トスクール として通常校 とは別の、教育委員会

等か らの特別な支援が不可欠であ り、そのための十分な理解が必要であるとい うものであ

る。

(3)経 験校の 「教科教室制」取 り止めの理 由

上記の問題点は、果 たして経験校 と異なるのであろうか。経験校 については、取 り止め

の理 由を尋ねているので、それ との比較を しなが ら考えてみたい。

1)理 由の分類

表3-4は 、不詳 とする7校 を除 いた19校 の経験校の取 り止めの理由(自 由記述形式)

を整理 した ものである。回答の しかた には、取 り止めの原因を直接回答する場合、取 り止

めの 目的やね らいを回答す る場合が あるが、後者ではそ うな っていない実態が あったため

に改善が必要であったと理解できる。表では、具体 的理由はできるかぎ り回答の表現 に近

い形でまとめて いる。

理 由は大 きく7つ の内容に分 けられ る。具体的な理由は42件 であ り、1校 当た り2件 の

指摘 とな っている。 この うち、 「学習環境の諸問題」 は前述の問題点の 「教科経営」 に、

「学年 ・学級経営 の充実」は 「学年 ・学級経営」 に、 「学校生活 の安定」 「時間の有効活

用」 「生徒 指導 上の問題」 「移動のデ メリッ トがメ リッ トをはるか に上回る」は 「教室移

動」にほぼ対応す る。

このほか、「教室数 の確保」で は、 もっぱ ら利点の第1点 である教室の効率的利用のた

めに 「教科教室制」が採用された学校 において、学級数が減少 し教室 が確保できたために

「普通教室制」に戻 した(改 めた)と いう学校が3校 、逆 に 「生徒増加のため教室数が確

保できない」 という中学校が1校(前 章 のGG中 学校)存 在する。前者は、学校施設の量
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的整備の時代に 「教科教室制」が採用された学校であるのに対 して、後者 は質的整備の時

代 に採用 された学校である ことに違 いがある。

2)教 室移動と生徒指導

理由が明らかな学校 のうち、学級数 が減少 して 「教科教室制」を行 う必要性がなくなっ

たとす る学校を除 く16校 であ り、その うちの4分 の3に 当たる12校 が 「生徒指導上の問題」

を指摘 して いる。前述の利点において 「移動 の効果」 とされた 「学年交流が活発になる」

に対 して、 ここで は 「上下級 生の好 ま しくない接触」があが ってお り、逆 の作用をもた ら

していることが分かる。

「学校生活の安定」は改善の方 向を表現 したものであるが、 「生徒指導上の問題」 の内

容 にも近いと思われる。 「移動 のデ メ リッ トが メリッ トを上回る」には、デメ リッ トばか

りを気 にするのではな くメ リッ トも十分に評価 して、総合的に判断 しようとす る姿勢が感

じられ る。 しか し、生徒指導を含めた移動 に起 因する諸問題 はメリッ トに比 して余 りある

ものであった ということで ある。以上の3つ の移動にかかわる理 由を指摘する学校は、実

に15校 にのぼり、「教室移 動」が取 り止めの最大の原 因であるということができる。

3)「 学年 ・学級経営 の充実」

この理由も8校 か ら指摘 されてお り、重要な理 由の一つである。教室移動 を伴 う 「教科

教室制」よ りも 「学年 ・学級経営 の充実」 を図る ことのできる 「普通教室制」 を選択する

という結論である。

4)「 学習環境 の諸問題」

3校 か らのみの指摘である。 「教科経営」面で も機器 の整備 ・補修や人材確保 に問題 が

あ り、「教科教室制」が十分機能するに至 らなかった こと、また全校で机や椅子 を共用す

る ことは、個々の生徒には合って いないものを使用す ることにな り問題であった こと、が

うかがえる。

【注 】

1)桜 中学校 に つ いて は、 「学校要覧 を参照」との回答であったので要覧か ら抜粋 した。
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表3-2「 教科教室制」の利点(実 施校)



表3-4「 教科教室制」取り止めの理由(経 験校)



4.r教 科 教室 制 」 実施 の条件 ・課 題

(1)実 施校か らみた条件 ・課題

条件 ・課題につ いて も自由記述形式で尋ね、問題点 と同様な領域 に分けて内容項 目を整

理 している。表3-5に その結果 を示すが、17校 か ら52件 の指摘(1校 当た り3件)が あ

った。

1)「 教科経営」

回答校 の4分 の3に 当たる13校 が 「教科経営」につ いて述べている。そ の中で も比較的

ま とまった指摘 となっているのが、 「教材等 の整備」(7校)で ある。 「教材 ・教具 ・資料

等 の整備」およびそのための予算措置が重要であるとしている。 これ らは、学校のみでは

解決できない点で、条件 に類す る内容 といえる。

また、組織運営や人的整備につ いて も指摘がある。 まず組織運営 について は、 「教師の

意欲的な姿勢 ・取 り組み」 「共通実践」 「授業研究の継続」 「一斉授業か らの転換」などで

あるが、 この項 目を指摘する4校 のうち3校 が標準規模校 もしくは大規模校である ことは

注 目される。

人的整備に関 しては、 「教師の人的 ・時間的余裕」 「定数改善」 「教員の育成(資 質の向

上、画一的教育か らの転換)」 があがっている。 「教科教室制」を実施す るため には、従

来 とは別の教育方法や運営の工夫が必要であ り、その開発 ・実践 に時間と労力を要す。そ

のため に 「教師の人的 ・時間的余裕」や 「定 数改善」が条件 とされている。 「定数改善」

は、制度的に小規模校 の場合 には各教科の専任教員は揃 わないが、 「教科教室制」である

か らには確保できるよ うな改善が必要である というものである。なお 「教員の育成」 は、

個別化教育 を推進す る学校か らあがっている。

施設計画に関 しては4校 が指摘 する。その多 くは、 「教科教室制」 を実施する際に問題

となる各学校の施設整備状況の改善、すなわち先の問題点の項 目とされている内容である。

このうち3校 は小規模校 であ り、特に施設面積の拡大が求め られている。そ して、「資料

作品等の保管 ・展示スペースの確保」をあげる他の1校 は、いわゆる片廊下式 の従来型の

校舎 を持つ学校である。

2)「 学年 ・学級経営」

6校 か ら指摘が あるが、そ の全校が施設等の整備 を求めている。 「ホー ムルーム教室の

確保」は過去 に理科室をホームルーム教室 として使用 していた経験 を踏 まえて指摘されて

いる。 また、「大型 ロッカー の設置」 「更衣室 の整備」「ランチルームの整備」 も条件 とさ

れている。 これ らは、 「普通教室制」では普通教室がその機能 を備えていたものである。

HB(ホ ームベイ、ホームベース)に ついては、「HBの 確保」 「HBの 充実」 「HBの 遮

音」があが っているが、HBを 持たない学校か らは 「HBの 確保」をも含 めてHBに つい
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ての言及はない。大部分の施設整備 に関する条件 ・課題は、小規模校や片廊下形式の校舎

を持つ学校 のものである。

これ とは別に1校 は、 「学年学級経営の見直 しと実践」をあげて いるが 、そ こには 「教

科教室制」の もとでは、従来 とは異なる学年学級経営のあ り方を検討すべ きであるとの考

えが示されている。

3)「 教室移動」

問題点での指摘 が最 も多かった 「教室移動」については、条件 ・課題 について も指摘 は

少な くない。 「教室移動」に関しては、「移動 しやすい配置や広 い廊 下」 「生徒 の動線 を短

くす る」 との施設計画上の指摘が5校 ある。 このほか、 「学校規模 」 「運営上の工夫」 「生

徒指導」は、それぞれ3校 か らあがっているが、学校規模 については12学 級が上限である

と具体的に示されている点は注 目に値する。 また、生徒指導 に関 して 「基本的生活習慣の

指導の徹底」 とい う課題 にとどま らず、 「生徒に基本的生活 習慣 が身 についている こと」

と条件 として回答 されていることには十分注意 を払 う必要が あろう。生徒指導をいくら精

力的に行って も限界がある、 というように理解 できる。

4)「 支援態勢」

上記は、いずれ も学校 内に視点 を置いた条件 ・課題であったが、 このほか、教育委員会

等 の教育行政機関か ら学校への支援態勢のあ り方に言及する貴重な指摘が1校 か らあがっ

ている。

要点 は3つ あ り、第1は 、 「管内に複数の実施校 を配置す る必要がある」 こと。教員異

動 は数年であるため に、「教科教室制」 における教育実践 を積 んで も異動 して しまえば他

校ではそれが生かせ ないな ど教師個 人のキャリア形成に余 りプラスにならず、学校 も 「教

科教室制」のノウハ ウが蓄積 されない。他方、学校予算 を確保す る上で も計上根拠 として

複数校が必要である。

第2は 、「教科教室制」実施校の情報交換のための 「全国ネ ッ トワークの形成」が必要

であるというもの。

第3は 、 「「教科教室制」運用プログラムの開発 ・提示」である。 「教科教室制」実施校

の研究や実践の成果を整理 ・分析 し、運用 プログラム を開発する こと、また、それを 「教

科教室制」の実施や授業改善の資料 となるように学校 に提示す る ことが求め られるという

ものである。

(2)経 験 校 か らみ た 条件 ・課 題

表3-6に 経験 校 か らみた 条 件 ・課題 を示す 。経 験 校 か らの指摘 は10校26件 のみ に とど

ま るD。6校 か ら 「教 科 経 営 」 と 「教 室 移 動 」、3校 か ら 「学 年学 級 経 営 」 につ い て指 摘

されて お り、領域 の 構成 は実施 校 とほぼ 同 じで ある 。

1)「 教科 経 営」
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施設計画を別 とすれば、取 り組み、人的整備、教材等整備につ いて もほぼ実施校 と同様

な内容が あがって いる。教材等整備を指摘す るのは、経験校の中では相対的に新 しい年代

に 「教科教室制」を経験 した学校 である。

なお施設 に関 して指摘 がないのは、学校経営か らすれば所与のものであって、条件 ・課

題 として言及すべ き事が らではないと判断されているように見受け られる。

2)「 学年学級経営」

施設整備 に関 して は、「実験実習 を行 う教室 をホームルーム教室 に割 当てない」 「学級

集団 としての居場所 の確 保」の2件 があがっているが、後者の指摘がHBの 開発 に結 びっ

いたのである。

また、 「学年 ごとの教科教室制 にす る」 「教科別の職員室 の再検討」 と2件 の 「教科教

室制」の修正 とみ られる指摘がある。学年学級経営 との両立を図るには、 「教科教室 制」

の体制を見直す という考 えであ り、言外 に(教 科経営ばか りに重点を置 いた)洗 練 された

形での 「教科教室制」は困難であるとの判断が存在す るよ うに思われ る。

3)「 教室移動」

「教科経営」 とほぼ同数 の指摘があること、 さらに具体的な内容 にも大差はない。ただ

し、 「移動時 間を取 るための学習内容 のゆ とり」が必要であるとの、教育課程にかかわる

指摘 は注 目されてよい。

【注】

1)過 去 の経験か ら条件 ・課題を指摘するというよ りも、現在 「教科教室制」を再開す るための条

件 ・課題 という捉 え方 として回答 された ものもあったので、この分析か らは除外 している。

一72一



表3-5「 教科教室制」実施のための条件 ・課題(実 施校)



表3-6「 教科教室制」実施 のための条件 ・課題(経 験校)



第4章 教科教室型校舎の開発 と課題

1.教 科教室型校舎の開発

(1)教 科教室型校舎の特色

1)校 舎整備 と 「教科教室制」

第2章 では、「教科教室制」が校舎の改築や新築 を契機 に実施されてきた様子 を追跡 し

た。第3章 のアンケー ト調査の対象 となった学校のほとん ども、改築や新築 を契機 に 「教

科教室制」の実施な いし検討がなされている')。

第2章 で報告 したよ うに学校施設の量的整備の時代 と質的整備 の時代 においては、同 じ

「教科教室制」を実施す る校舎 といえども明 らかに校舎 の空間構成が異なっている。時代

とともに、過去の経験 を踏まえなが ら、よ り 「教科教室制」をスムーズに実施できるよう

に教科教室型校舎の改善 ・開発が行われて いるのである。次に、収集 した学校施設図面等

をもとに校舎 形態の変遷を整理 してみよう。

2)教 科教室型校舎の特色

「教科教室制」 に特有 の空間、あるいは 「教科教室制」 の実施 にとって効果的である機

能 ・空間には次の3種 類が考 えられる。第1は 、教室移動 を行 う生徒の生活の拠点となる

空間であ り、具体的にはHBと ロッカースペースがあげ られる。第2は 、教員組織や運営

面の拠 点 とな る空間である。 これ には、研究室(準 備室)、 校務セ ンター、職員室が重要

な空間といえ、集中型の職員室(つ まり全教員が机 を持つ(中 央)職 員室)で あるのか、

あるいは分散型の職員室(中 央職員室はな く、各研究室や準備室に教員は常駐)で あるの

かが重要なポイ ン トとなる。第3は 教室以外の多 目的スペース、特 に教室 と一体的に使用

でき、教材 ・機器 を装備 したオー プン ・スペース(メ ディアセ ンター)の 存在である。 こ

のようなオー プン ・スペースの有無は、校舎 の平面構成 とりわけ廊下の配置 ・形状に違い

を生む ことになる。

(2)経 験校の校舎 の特色

表4-1は 、各校の校舎にお ける上記3種 類の機能 ・空間の有無を一覧表にしたもので

ある。ただ し、 この うち8校 については 「教科教室制」実施当時の図面が入手できなかっ

た。 また、図面が入手で きた学校でも、例 えばロッカースペー スにつ いては有無を完全に

は把握 できていないなど、資料整理 に多少 の問題 を残 しているが、全体の傾向をみ る上で

支障はな いと考 えている。
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1)校 舎の形式

まず校舎 の空間構成の骨格をなす教室の配置形状をみると、次の4種 類 に分類できる。

① 「片廊下」型 … 一列 に並んだ教室 に接 して廊 下が配置 された伝統的な校舎形式

② 「中廊下」型 … 廊下の両側 に教室が並んだ形式

③ 「バ ッテ リー」型 … 階段室か ら廊下な しに教室に入る形式(出 入 り口1か 所)

④ 「ホール」型 … ホール状の空間の周辺 に教室が配置 された形式

まず 「片廊下」型校舎 には、分析対象校 のうち最 も古 い時期か ら 「教科教室制」を実施

している飯田東中学校 、山形市立第五中学校、長崎大学附属中学校が該 当し、さらに昭和

30・40年 代に新改築 された学校 にもみ られ る。次いで、 「バ ッテ リー」型には昭和30年 代

に整備された4校 が該当す る。 これ らに対 して地域的な分布傾向が 「中廊下」型 と 「ホー

ル」型 にみ られ、前者は北海道、後者は沖縄県 に集中している。 また 「片廊下」と 「中廊.

下」双方の形式 を合わせ持つ学校 として布 引中学校(図4-1)が あげられる。北海道の

「中廊 下」型が建築環境条件か ら採用されていると考え られるのに対 して、部分的である

にせ よ布 引中学校のそれ は面積効率 を重視 しての ことと考 えられ る。つまり、都市型校舎

建築 ということができる。

「ホール」型である沖縄県 の5校 は、前述 のように、学習の個別化 を指向 した新 しい形

態である。メディアセ ンターを持つ ことでも、あやめ野中学校 を除 く他校 と明らかに違い

がある。あや め野中学校の開校は、第2章 の沖縄県の事例分析校 の後である。 このことか

ら昭和50年 代後半が、教科教室型校舎の整備の転換期であるとみなされる2)。

2)職 員室の配置

研究室(準 備室)、 校務セ ンター等、職員室の設置状況 には3つ のパ ター ンがみ られる。

すなわち、④通常の学校 のように職員室のみを置 く場合、⑤研究室(準 備室)と 職員室 を

置 く場合、◎研究室(準 備室)と 校務セ ンター等 を置 く場合である。

⑤ のパター ンは、全体の諸室構成において も普通教室が教科教室に置 き換わ ったに過ぎ

ず、 「教科教室制」独 自の校舎 であるとはいえない。⑤ については、研究室(準 備室)を

各教科 に置いて いる点で教科重視の教科教室型校舎 といえるが、他方で職員室が置かれて

いる点では合わせて職員の まとま りを重視 して いるという ことがで きる。◎ は職員室を置

かないパター ンで あり、従来の職員室機能のうち教科 に関す る機能 を研究室(準 備室)に

ゆだね、それ以外の機能 は別途設 けられた校務セ ンター等 に持たせ るものである。そ こで

は、教科以外の校務分掌、学校全体 に関わる職務、職員会議が行われることになる。

この うち、◎ のパ ター ンが教科重視 という 「教科教室制」の考えを最 も合理的に反映 し

ている。前述の森本 中学校や金山中学校では、職員室 といえ ども規模 の小さいものであっ

て全職員の机 は置かれていないため中央職員室 とはいえず、機能的には上記◎のパター ン

に該 当する。

さて、経験校の各学校が どのパターンであるかは、大 きくは校舎の形式 と関連がある。
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「バ ッテ リー 」 型や 「ホ ール 」 型 の学校 で は 、全 教師 が 自 らの机 を持 ち しか も一 同 に会す

る ことが で き る中央 職 員室 を設 置す る ことは 少な く、教 師 は研 究室(準 備 室)に 常 駐 して

いる。 これ に対 して 、 「片 廊 下 」 型 や 「中廊 下 」型 の大 部 分 の学 校 は 、④ な い し⑤ で あ り

職員 室 が置 かれ て い る。

3)HBと ロ ッカ ー スペ ー ス

HBは3校 で 整 備 され 、いずれ も食堂 兼用 で ある。ロ ッカ ー スペー ス は 、「バ ッテ リー 」

型 で は 、1か 所 な い し2か 所 に集 中 して 設 け られ て いた ことが 図面等 か ら うか が え るが 、

「片廊 下 」 型や 「中廊 下 」型 で は、そ の位 置 ある いは ロッカ ー スペー スが設 置 され て いた

か ど うか につ いて も確 認 で きな い学 校 が ある。

(3)実 施校の校舎の特色

表4-2に 各校の特色を整理 した。

1)校 舎 の形式

経験校 と同様 に分類す ると、純然たる 「片廊 下」型は3校 であり、国立大学附属 中学校

2校(昭 和40～50年 代に改築)と 加須東中学校(昭 和60年 代に改築)が 該当する。 また、

小規模校 において 「中廊下」型が3校 あるが、その他の学校は、いずれ も全体 あるいは大

半が 「ホール」型 といえる形式である(小 規模校については図4-2～3参 照)。 さらに、

学校規模が大きくなる とホールを中心 に構成 される空間を中廊 下や片廊下で接続する形式

(図4-4～5)も み られる。 このように実施校の特色の一つは、校舎 の形式 として新 し

い 「ホール」型が中心であることである。

なお小規模校に 「中廊下」型がみられるのは、学校施設補助基準 において小規模校では

全体面積が狭いため に、空間の効率的利用 を図る必要が あったためと考え られる。

2)職 員室の配置

先の3パ ターンに分類す ると、@職 員室のみ9校 、⑤研究室(準 備室)と 職員室1校 、

◎研究室(準 備室)と 校務セ ンター等8校 とな る。岩江 中学校は校務セ ンターのみで あっ

て、機能的 には@パ ター ンに近いのではないか と考え られ る。 しか し視点を変えれば、小

規模校(6学 級)で あるために、各教科教室 に研究室や準備室機能が組み込 まれている と

考える こともで きる。 このように理解すれば◎パター ンに近い といえる。

したがって上記のような分類 もさることなが ら、部屋の呼称、すなわち 「職員室」 とは

いわず 「校務セ ンター」等 と呼んでいる ことに注 目すべ きかもしれな い。国立大学附属 中

学校 では 「教官室」、城南 中学校では 「教務セ ンター」が使われている。

なお、各教科 とも研究室(準 備室)を 持つ学校は必ず しも多 くなく、約半数 の9校 にと

どまる。 この理由の第1は 、小規模校では、別途確保する面積のゆとりがなか った り、生

徒数が少ないので教室内で実質的 にその機能 を補えるためではな いだろうか。また、第2

に加須平成 中学校、城南中学校 、玉島北中学校では、教室 に接 したメディアスペース等の
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オープンスペースがかな り広 いため、この空間に研究室(準 備室)と しての機能 をも意図

して計画された ものと考 え られる。

3)HBと ロッカー スペー ス

国立大学附属中学校2校 を例外 として、HBな いしは大規模 なロッカースペースが確保

されている。と りわけ、HBを 設 けた学校(加 須平成中学校は余裕教室 を転用 し、他学級

が まった く使用 しない専用のホームルーム教室 となっている)は 実施校の7割 に相当する

13校 にも及ぶ。

このように、生徒の持 ち物の保管や居場所の確保 に相当な注意を払 って施設整備が行わ

れて いることも実施校の施設的特色の一つである。

(4)校 舎形態の変遷

以上か ら 「教科教室 制」を実施する学校における学校施設の改善ないし開発の要点は、

次の3点 に絞ることがで きる。

① 「片廊下」型の校舎 か ら、メディアセ ンター等のオー プンスペース を中心 に教室を

配 した 「ホール」型校舎 の開発

②HBの 整備

③ 小規模校 にお ける教科教室型校舎の開発

この第1点 は、教科学習環境 を充実させる ことによって 「教科教室制」の利点 を強化す

ることにね らいがあるのに対 して 、第2点 は、学級集団の居場所を確保す ることによって

「教科教室制」 の問題点を少な くしよ うという意図が ある。そ して第3点 は、「教科教室

制」の問題点が顕在化 しにくい規模 の学校への 「教科教室制」の適用ない し展開である。

【注】

1)学 校要覧等で確認できた範 囲では、実施校、経験校 とも改築な いし新築時 に 「教科教室制」 を

実施 している。

2)広 くわが国の学校施設 の整備 にとって、学校施設の量的整備 から質的整備 への転換期であった

ということができる。これ に関 して、『日本の学校建築 一戦後の学校建築の変遷一』(佐 藤譲監修 、

文教ニ ュース社 、1996)は 、昭和58年 以降 を学校建築の個性化 ・多様化が進む 「現代」、それ以前

を 「応急復興期」 「本復興期」「拡充期」 に分けた時代区分を行 っている。
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表4-1「 教科教室制」経験校 の校舎



一

図4-1布 引中学校平面図



表4-2「 教科教室制」実施校の校舎



図4-2釜 津 田中学校平面図



図4-4会 津高 田町立第一 中学校平面図



図4-5打 瀬中学校平面図



2.教 科教室型校舎 に関す る考察

(1)学 校規模 と 「教科教室制」

現在 、「教科教室制」を実施 して いるのは全国で19校 であ り、その うち過半数が小規模

校である ことは前述 の通 りである。 この ことか ら 「学校規模が小さい(学 級数が少ない、

生徒数が少な い)と 「教科教室制」を実施 しやす いのではないか」との仮説が成 り立つ。

以下では、 これ までの調査結果 に基づき検討する。

1)経 験校の実施期間か ら

アンケー ト調査 による と、例えば、大曲中学校(15年 間実施、当時30学 級)の よ うに、

教室不足 を補 うために実施 した と記 されている学校 もある。 また、実施数年後の時点で学

校運営上の問題点が大 き く指摘 されていなが らも、その後10年 間 「教科教室制」が継続さ

れた との回答を寄せている学校 もある1}。 これか ら分か るよ うに、教室数の確保を 「教科

教室制」採用の第一義的な 目的 とす る場合には、教室数に余裕が生まれない限 り、仮 に 「教

科教室制」の実施に支障が生じて も 「教科教室制」を取 り止める ことは不可能であ り、長

期間 「教科教室制」を実施 して いた学校の中には、やむな く継続せ ざるを得ない状況 に置

かれていた事例が含 まれている ことになる。

前章図3-1に おいて学校規模が小さいほど実施継続期間が長 いと述べたが、上記事例

の存在は、実際は図で理解す る以上に、そ の傾向が顕著であることを物語 っている。

2)実 施校の利点 ・問題点か ら

利点 としての 「移動 の効果」は、標準規模校 ・大規模校よ りも小規模校 での指摘率が高

く(小 規模校8校 に対 して、標準規模 ・大規模校2校)、 他方 で問題点 としての 「教室移

動」の指摘 率は、小規模校4割 、標準規模 ・大規模校 は8割(と もに5校)で ある。 これ

らか ら、小規模校 にお いて 「移動の効果」がよ り多 く認識されてお り、また 「教室移動」

にかかわる問題点 も少な く、生徒指導 も容易であることが分かる。条件 ・課題 について も、

標準規模 ・大規模校では全校で指摘 しているのに対 し、小規模校は半数 に過ぎな い。つ ま

り、移動に関 しては小規模校が有利 ということになる。

「教科経営」につ いては、標 準規模 ・大規模校で問題点 の指摘率はよ り高 く、条件 ・課

題 もすべての学校か らあがってお り、教師の取 り組 み(特 に教師のまとまり)や 教材等の

整備 の必要性が強 く認識されている。その理由は、学校規模が大 きいほど教員数 も多 いた

めに、全員 の意志疎通を図って共通実践 を行 うことが難 しいということが背景にあると考

え られる。他方で、教室移動によるデメリッ トが学校規模 に応 じて大き くなるため、それ

を上回るだ けの 「教科教室制」 のメリットを確保す るため に教材等の条件整備が必要 とな

っていると理解できる。

さ らに、アンケー ト調査 の自由記述 の欄には、 「教科教室制を円滑に機能 させるための
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学級数は1学 年4学 級 までではないか」との意見が複数み られる し、また 「小規模校だか

ら、教科教室制はうまくいっている」 との意見を寄せている学校は数校存在す る。 このよ

うに、実 際の学校経営面か らも、学校規模が小さい方が 「教科教室制」の実施 に有利であ

ると感 じられている ことが うかがえる。

3)学 年単位の教室移動

学校にとって学校規模(学 級数)を 操作する ことはできないが、教室移動の範囲を学年

単位 に極 力限定 して 「教科教室制」 を実施する という方法がある。前述のよ うに、玉島北

中学校や埼玉大学附属中学校が このよ うな方式を行 っているとみ られるが、そ こでは、教

室移動や教科経営面で小規模校 と似たような作用が働 くものと考え られる。つま り一種 の

小規模校化である。

ただし、ある教科 の教室はすべて校内の一か所にまとまって整備されるのではなく、各

学年 ごとに分散化す るために、教科の教材や機器の装備には無駄が生ずる ことになる。学

年経営を重視す る変則 的な 「教科教室制」 といえ、純粋な 「教科教室制」の効果 は望めな

いか もしれないが、教室移動の弊害が著 しい場合には、NG中 学校が 「教科教室制」の条

件として指摘す る(第2章 第3節)よ うに重要な選択肢の一つ とな りうるであろう。

4)教 科教室型校舎 の開発 の成果

教科教室型校舎そ して 「教科教室制」は、当初はもっぱら教室数の不足を補 うために開

発され、また採用 されてきた。そのため、そのような学校は学級数が大きい学校 に集 中し

ていた。 しか し、現在 の 「教科教室制」実施状況 をみる限 り、 「教科教室制」 は小規模校

でよ り受け入れ られやす いシステムで ある といえる。つま り落ち着 く先の一つは、小規模

校であった ということになる。

問題点等か ら判断すれ ば、小規模校においては、今後 も 「教科教室制」が継続 されやす

く、 また改築に合わせて 「教科教室制」 を導入する学校は増えるのではな いか と予想され

る。小規模校に 「教科教室制」 を採用す るよ うになった背景 には、学校施設整備の課題が

その量的整備か ら質的整備へ変化 してきた ことを認めないわ けにはいかな い。 しか しとも

か く、小規模校で 「教科教室制」が行われていることは、教科教室型校舎の開発の重要な

成果である。

(2)HBの 設置 と効果

1)HBの 整備状況

本調査の範囲では、昭和56年 に初めてHBを 設置する中学校が整備 されている(第2章

第3節)。 この年以降 、 「教科教室制」 を実施 した中学校24校(実 施校 ・経験校 とも)の

中で、HBを 持つ学校 は16校 に及ぶ。 この他、過小規模 の有芸 中学校(生 徒9名 、一部複

式)で は教科教室 とは別 に3学 年合同のホームルーム教室 を持 ってお り、HBに 近 い役割

を果たしていると考 えられる。
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なお、残 り7校 はいずれも学級数15～21の 標準規模 ないし大規模校である。

繰 り返 しになるが、HBは 生徒の居場所 つま りホームルーム集団の拠点 とホームルーム

集団の拠点 となる空間の必要性 と有効性を考 えて考案 ・整備 されたもので、ホームルーム

集団専用の空間 とい う意味では 「普通教室 制」 にお けるホームルームの機能を持つ。生徒

の荷物置場(ロ ッカー等)、SHR(シ ョー トホームルーム)、 談話 、休憩 、場合 によっ

てはLHR(ロ ングホームルーム)の 場 として計画 されている。通常 の大きさは、普通教

室の3分 の1か ら3分 の2程 度であって、ロッカーの他、テーブル と椅子が配置 されるこ

とが多い。

2)HB整 備校にお ける 「教科教室制」の実施状況

HBを 持 つ教科教室型校舎(有 芸 中学校 を除 く)に おいて、現在 「教科教室制」 を実施

しているのは13校 である。 このうち過小規模校(1学 年2学 級以下)が9校 を占める。他

の4校 は、平成7年 に 「教科教室 制」 を開始 した会津高田市立第一中学校(12学 級)、8

年開始 の岩出山中学校(17学 級)、 加須東 中学校(10学 級)、 玉島北 中学校(15学 級)で

あ り、そ こでは 「教科教室制」はまだ始 まったばか りである。

HBが 整備されていたが 「教科教室制」を取 り止めた学校 としては、沖縄県所在の3校

がある。 これ らは、いずれ も標準規模ない し大規模校である。

3)HBの 効果

ここで、実施校 におけるHBの 有無 と問題点の指摘状況 との関係をみる こととす る。H

Bは 「学年学級経営」に直接関係す ると考 え られる。前掲表3-3で は、「学年学級経営」

に関わる問題点 を指摘す る学校 は6校 であ った。 この うちHBを 持つ学校 の指摘 は、わず

か1校 にとどまる。

したが ってHBの 設置は、一応 「学年学級経営」の安定化 に寄与 していると判断される。

ただ し、HBの 整備が 「教科教室制」の問題の抜本的な解決 になったとい うわ けではな く、

ホームルーム集団の居場所がと りあえず確保 されたにすぎない場合 もある。沖縄県の事例

では隣接するHBか らの騒音の問題が指摘 されていたが、実施校 の中にもそのような指摘

がみ られ る他、HBを 広 くす るな ど居場所 として充実することが必要で ある と指摘 されて

いる。例えばある学校では、教科教室 を(ホ ームルーム教室 として)学 級活動や給食に使

用する際 に使いづ らい ことを問題 としてあげ、HBを 通常 の広さのホームルーム空間とし

て確保する ことを要望 している。

4)HB整 備 をめ ぐる課題

教科教室をその教科 にふさわ しく整備すれ ばするほど、教科学習以外の活動(そ の大半

は学級活動)に 利用す る場合 には支障 を来す ことになる。現在、実施校 においては余裕教

室 を転用 した加須東 中学校は例外 として、通常LHRに は教科教室を使用 して いるのであ

る。LHRに 使えないHBと い うのは、HB自 体 の性格を中途 半端なものに しているとい

うことがいえないだ ろうか。
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といって、普通教室 に近い面積 を持つ独立 したHBを 整備す ることは現状では難 しい。

また、整備 した として も生徒の移動距離が長 くな り、移動の問題点が増す ことにもなる。

以上のように、HBの 整備 は校舎全体の室構成、生徒の動線 にも関わる重要な鍵であ り、

しか も 「学年学級経営」の鍵 でもある。条件 ・課題に関 して、 「教科教室制」 にお いては

「学年学級経営」のあ り方を見直す必要がある、との指摘があったよ うに、「教科教室制」

はHBの 整備 を通 じて、まさに中学校 にお ける 「学年学級経営」のあ り方の再検討 を問い

かけているのである。

会津若松第二中学校、加須平成中学校、埼玉大学附属中学校 、香川大学附属高松中学校、

城南 中学校 は、HBを 持たず 「教科教室制」 を実施 している。 これ らの学校 の今後 の実施

状況 と、HBを 持つ岩出山中学校、会津高田市立第一中学校、加須東 中学校、玉島北 中学

校そ して周辺の団地 の整備が進み計画学級数 に達 した時点での打瀬中学校にお ける今後の

実施状況の比較分析 は、 この再検討への貴重な資料を提供す るものと考 え られる。

(3)教 科学習環境 の整備

1)教 科学習環境 と教室移動

これ までみてきたように 「教科教室制」の根幹をなすのは、水準の高い教科学習環境 と

教室移動の2点 にある。教科教室型校舎 の開発にお いても、一方で学習環境 の充実 を図る

べ く検討がなされ、他方で移動のデ メリットを極 力抑制する工夫がなされてきた。小規模

校の教科教室型校舎の開発やHBの 設置は後者への対応である。

これ に対 して、前者への対応の代表がメデ ィアスペースである。教科学習環境につ いて

は、教材や機器が充実すれば、好ま しい学習 の雰囲気が生まれ、落ち着いて教科の学習に

打ち込む ことができるとい うことが想定されてお り、それ は本報告書の昭和20年 代後半の

事例(山 形市立第五 中学校)か ら最近 の教科教室型校舎まで一貫 して前提 となっていると

考え られる。充実 した教科学習環境 を前提 に教室移動が必要とされ るのである。

「教科教室制」を取 り止めた学校 の大半では、「教科教室制」は期待 されたほどには機

能 しなか った。その理 由の第一はすで に繰 り返 し述べた教室移動 に伴 う問題で ある。 しか

し、教科学習環境 と教室移動 の関係を考えると、取 り止めの理由としての 「教室移動」の

影 に隠れて見失 いがちな教科学習環境(の 整備)に 注 目す る必要があるのではないだろう

か。

2)不 十分な教科学習環境

「教科教室制」実施 の条件 ・課題については、実施校、経験校 とも 「教室移動」に関わ

る内容 と同時に、同程度の 「教科経営」 に関す る内容があが っている。 また、この二つの

領域に対する指摘が学校 によって大き く異なるわけで もない。 したがって、教科学習環境

の整備が不十分であったこと、少な くとも 「教科教室制Jを 実施継続 して行 くために必要

なだけの整備ができなかったことは想像 に難 くない。
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「教科教室制」の もとでは、生徒は毎時間の教室移動の大変 さを直接に体験する。教科

学習環境 の整備が不十分な状況では、生徒はなぜ教室移動 をしな くてはな らないのか理解

できなかった2}。 そ して移動に伴 う生徒指導上の問題 も生ず るよ うになった、と考えるこ

とができる。そ うであるな らば、 「教室移動」 自体よ りも、毎時間の教室移動 にみあ う教

科学習環境の整備ができなかった ことの方 を大 きな問題 とすべ きである。

3)施 設以外の教科学習環境の整備

もっ とも教科学習環境は、学校施設 にとどまらない。前掲表3-5の 「教科経営」に関

す る内容すべて を含んだ範囲である。つま り、教師の 「取 り組み」、「人的整備」 「教材等

の整備」が揃わな いと教科学習環境 は整った とはいえない。教科教室型校舎は物的環境の

一部であ り、「教科 教室制」を実施するための教科学 習環境整備 にとって第一歩に過 ぎな

いので ある。

「教育行政 の理解不足」 を問題点 として指摘する学校がみ られるが、 これは、施設は教

科教室型校舎 として整備 されたものの 「教科教室制」実施のために特別 に必要な他の条件

整備が不可欠であることが教育行政に理解されていな いことを取 りあげた ものである。学

校側が対応可能なものは、教師の意欲 、共通実践 といった 「取 り組み」で あって、 「人的

整備」や 「教材等 の整備」は教育行政 の支援な しには不可能である。

「教科教室制」実施の成否は、学校側の取 り組み もさることなが ら、このような教育委

員会等 の教育行政による条件整備 の如何に大き く依存 して いる といえ、施設以外の教科学

習環境整備に対する教育行政の十分な理解 と支援 ・配慮が緊要 とな る。

【注】

1)付 録3参 照。

2)こ ういった状況 は訪問調査時 の聞き取 り、およびアンケー ト調査の取 りや めの理由(付 録3)

にみ られる。
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3.r教 科教 室 制 」 の展 開 と課 題

(1)「 教科教室制」の展開

事例分析 とアンケー ト調査を通 じて 「教科教室制」の実施状況 を報告 してきた。かつて

学校施設の量的整備の時代 に 「教科教室制」 を採用 した学校の大部分は、「教科教室制」

を取 り止めているが、近年、新 たに 「教科教室制」を実施する学校がみ られるようにな っ

た。現在 は、昭和30年 前後、そ して50年 前後についで 「教科教室制」に注 目が集 まってい

る時代 といえるか もしれない。

では、現在実施 している学校で 「教科教室制」は順調に継続 され、 さらに今後実施校は

増えるので あろ うか。

その結論をにわかに引き出す ことは難 しいが、現在中学校 の多 目的スペースに対する国

庫補助が行われている こと、そ して個性の重視を改革の柱の一つ として掲 げた臨教審以来

の一連の教育改革:の中で、学校教育は生徒の興味 ・関心や学習意欲 を重視す る方向に向か

っていることを考える と、今後 「教科教室制」を試みる中学校 は増える、すなわち教科教

室型校舎の整備は進 むものと予想 される。

しか し、それ らが期待通 りの効果 を生み、全国的 に定着 し始めるか どうかについては、

本調査結果か ら判 断する限 りにおいては楽観できないと考 え られる。現状がそ うであるよ

うに、進歩的な考 えを持った 自治体がパイ ロッ トモデル校 と して整備するにとどまるので

はないだろ うか。 ただ し小規模校 において は、 これまで述べたよ うに問題が顕在化 しにく

い状況 にあるので、定着 の可能性は高いという見方 もできる。

(2)「 教科教室制」の課題

これまでの分析 ・検討 を踏 まえ、中学校における 「教科教室制」の定着 に向けての課題

を指摘す るな らば、特 に次 の3点 が クローズア ップされて くるのではないか と考 え られ る。

第1は 教育行政の課題である。前述 の施設以外の教科学習環境 の整備 の必要性 に関連す

るが、 「教科教室制」を単 に施設整備 の問題、あるいは個別学校の学校経営の問題 として

捉 えるので はな く、広 く教育委員会全体 に関わ る教育経営の問題 あるいは教育計画の問題

として捉 えることができるかである。学校施設整備、教員配置、学校経営、学校教育財政

それぞれ の縦割 り行政の中で進め られ、全体の調整機能がうまくなされていないように見

受け られる。 「教科教室制」を実施するので あれば、それを行 うにふ さわ しい諸資源 の配

分はどうあるべきか、そ してそのための総合調整機能のあ り方 についての検討が欠かせな

いと思われる。

第2は 学校経営の課題 になるが、教室移動 を積極的に行 う意義を教育方法等の改善によ

ってつ くりだす ことができるか どうかである。中学校では選択 の幅が一部拡大 された とは
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いえ、高等学校の総合学科や総合選択制に比べれば極 めて少な く、ホームルーム集団を解

体す る授業は限 られている。 このことは教室移動はほとん ど学級単位で行われて いること

を意味 し、生徒が教室移動 を必然的 にしな くてはな らないもの として受け止 めにくい要因

とな っているのではな いだろうか。

ただ し、 これ について はすでに優れた実践が行われている。例 えば桜 中学校では、毎朝

の自習の時間において は校内のどの場所で学習 してもよいとされ 、この時間 は生徒の学習

支援を行 うティーム ・テ ィーチ ングの体制が とられている。また、実施期間は1年 の うち

2週 間程度 と短いが、生徒が各 自自由に時間割を編成 して学習 を進めるという試み もなさ

れているている。 このよ うな教科 学習環境 のみな らず教育方法や教育内容の面で も教室移

動の必然性 を持たせ られ るかが問われているものと考え られる。

第3に 、 「教科教室制」 をどのよ うに評価 するか という課題がある。 「教科教室制」が

実施 されて いれば、それで効果が あったとはいえない。意味の無い教室移動 に陥 いる こと

もあ りうる。まずは、早急に総合的な評価方法の開発な らびに評価のあ り方の検討がなさ

れ る必要があるであろう。
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付 録



付録1ア ンケート調査の依頼状



付録2ア ンケート調査票



付録3ア ンケー トの回答内容

1.「 教科 教 室制 」実施 校

AO1

Q2

Q3

Q5

昭和63年4月 か ら実施(9年 目)

利 点:・ 教科 の教室 として設備 ・掲示物等が充実できる。

・教師が移動 しな くて もよいので、教材 ・教具の移動 もな く便利。

・小規模校というわけで もないだろうが、生徒にとって教室が変わることによって、

気持ちの切 り替えがで きる。学校にも活気ができる。

・課題解決型授業がや りやす い。

問題点:・ 教科担 当者の経営の方向によって差ができる。

・教科併用の教室 は不便(美 術室 と技術室、多 目的教室を英語 とコンピュータ室に し

ている)。

実施のための条件 ・課題等

本校は うまく機能 して いると思 う。生徒数が少ない(28名)た めか とも思 う。大規模校な ら1

時間 ごとに生徒の移動がある と思えば不便だろうと思 う。

2教 科併用の教室は不便で ある。美術 と技術がいっしょの教室(本 校)は どちらの教室 にも不

便である。

従来の基準では狭す ぎるので基準の拡大が必要である

AO2

Q2

Q3

Q5

昭和63年9月 か ら実施(9年 目)

利 点:各 教科が同一教室で学習できるので、授業に必要な用具が常に整備 されている。

問題点:英 語教室が多 目的教室でコンピュータ室 と共用なので独立 した教室が必要である。

実施 のための条件 ・課題等

ホーム ・ベース(ホ ーム ・ルーム)の 作 りに配慮が必要(本 校の場合は簡易間仕切 り壁なので、

ホーム ・ルーム中隣の声が聞 こえる)。

冬期間の寒さの対策が必要である。

AO3

Q2

Q3

Q5

平成4年4月 から実施(5年 目)

利 点:・ 教材 ・教具の移動が少な く、準備をスムーズに行える。

・よけいな ものが少な く落ち着いた雰囲気の中で学習できる
。

問題点:教 科書 を教室か ら持って こなければならない。

実施のための条件 ・課題等

移動にあまり時間がかか らない配置 にする。

AO4

Q2平 成6年4月 か ら実施(3年 目)
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Q3利 点:教 材 ・教具 を身近に整理 しておける ことによ り、す ぐ利用できる点であろう(本 校の

場合、狭すぎてその利点が生かし切れない)。

問題点:・ 教材室がないので各教室に教材を置いているのだが、教室がせまく苦労 している(特

に社会科教室)。

・一つの教室のなかに、国語 ・数学 ・英語の3つ の教科教室があ り、授業中騒が しい。

Q5実 施のための条件 ・課題等

最低限1教 科1教 室にすること。

教科 にあった教室のつ くりにすること(教 材がおけるようなスペース、機器 を使用 して も他教

室 に騒音がもれないつくり)。 こうした作 りの校舎にしないと教科教室制はうまくいかないと思

う。

AO5

Q2

Q3

Q5

Q6

昭和63年12月 か ら実施(9年 目)

利 点:・ 教科 ごとの教室移動 によ り、生徒 に適度な活動感 を与えている。

・毎時間学習環境が違 うことによ り、生徒に新鮮な気持ちが生まれてくる。

・各教科の教室があるため、3年 間を見通 した教室環境が可能である。

実施のための条件 ・課題等

・教師が○○館(や かた)と いうイメー ジを持って教科経営にあたる こと。

・生徒か らの学習環境づ くりの考えも参考にすること。

・一斉授業の考えか ら、教科型教室だか らできる工夫をどんどん出 していくべきである。

自由意見

・生徒の手による教室環境や 、生徒の考えによる教室環境 も取 り入れたい。

・ホームベースと呼ばれる控え室の活用 について、たとえば道徳 ・学活等のほか工夫 したい。

・本校の他に教科型教室を取 り入れた学校が どのよ うに機能 しているのか、知 りたい。

AO6

Q2

Q3

Q5

平成3年4月 か ら実施(6年 目)

利 点:教 科指導がや りやす い。①研究室制度②まとまった教科別の区画③教科 メディアの利

用。

問題点:① 学年経営、学級経営の点で難がある。②生徒の学級への所属意識が薄 くなる。

実施のための条件 ・課題等

①教師側に人的 ・時間的余裕が十分ある こと。②予算的措置が十分であること。

AO7

Q2

Q3

平成8年4月 から実施(1年 目)

利 点:・ その教科特有 の雰囲気の中で授業が展開され、生徒の学習意欲が高まってきた。

・教師側の立場か らは、授業の準備が大変や りやす くなった。

・スクエアを教室 と同様の学習空間として、柔軟な学習グループ編成が可能 とな り、

個 に応 じた指導がしやす くなった。

問題点:・ 教科教室の環境整備 についてはさらにその教科特有 の雰囲気 を作 り出す必要があ

る。

・教室移動が自主的 にできる生徒、忘れ物をしない生徒、公共物を大切 にする生徒の
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Q5

Q6

教室型校舎」の基本理念を明確 にし、

業改善 に取 り組 まなければと思っています。

育成 に努めなければな らない。

実施 のための条件 ・課題等

・基本的生活習慣がきちん と見についていることが、うまく機能するための前提条件 になると

思われる。

・「校舎」が変わ っても、なかなか 「授業」が変わ らない。全職員で授業の改善に取 り組 んで

いるが、共通実践がむずか しい。

自由意見

従来 の学校の在 り方か ら脱却す る必要があるので はないかという感想 をもっています。「教科

どのような生徒の育成 を目指すのか、共通理解を図 り、授

AO8

Q2平 成3年4月 か ら実施(6年 目)

Q3利 点:① 教科の専門性や特色を生かした学習環境の構成

②教科教室 の特色を出 した施設 ・設備の充実

③学習活動 を通 じた生徒の個性育成

④教室と連続す るスペースの活用による指 導の個別化

⑤移動に伴 う主体性や自主性の育成

⑥学校運営の改革が図りやすい(弾 力的 日課運用等)[以 上、学校要覧か ら抜粋]

AO9

Q2

Q3

Q5

Q6

平成4年4月 か ら実施(5年 目)

利 点:1.各 教科の学習に必要な教具 ・図書 ・掲示物等 を常時備えてお くことができる(学

習環境 の整備ができる)。

2.生 徒が 自ら移動することによって、その教科の学習に対する心構えや意欲 を高め

る ことができる。

3.移 動によって、学年間の交流が活発 になる。

問題点:現 在のところ、問題点はない。

実施のための条件 ・課題等

①移動 しやすい教室 の配置や広い廊下、ゆとりのスペースの設置など。

②生徒の意欲を高めるような教科教室の学習環境(備 品 ・掲示等)の 整備 と充実。

③学級 の拠点 ・心の居場所とな りうるホームベースの充実。

自由意見

教科教室型にすることにより、生徒は受け身ではなく、自ら進 んでその教科の学習に取 り組 も

うとする主体性を育てることができる と考える。 また教師はそ うした生徒の変容が現れるよう自

らの専門性 を十分に発揮 し、学習環境 づくりや指導法の改善に努力す ることが大切であろうと考

える0

A10

Q2平 成7年4月 から実施(2年 目)

Q3利 点:① 生徒が時間割や計画にしたが って、専門の教科教室 に移動 して学習活動 を行 うため、

生徒 自ら 「進んで学習 しよう」とする主体性が育ちやすい。
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②各教科教室がそれぞれの専門の教科のみに使われ るので、それまでの教科の専門性

や特色 をだした学習環境を作ることができる。そ のため、教科の特質や良さを味わ

え、様 々な学習活動を展開することができる。

③生徒が教科の学習毎に移動することを積極的に捉 えることで、学習や進路決定にお

ける生徒の自立心 ・実践力を高めやすい。[以 上、学校要覧か ら抜粋]

問題点:一 般 的には生徒の 「移動」への対応が挙げられるが、それも本校 の場合は、「移動」

自体 を主体性 を育む大きな利点 と考えているので問題点 にはな らない。他は特にない。

Q5実 施のための条件 ・課題等

・一斉 ・画一的な教育への考え方からの脱却。

・教員の育成の問題(資 質、画一性)

・教科等の学習環境の充実、資料 メディアの充実。

Q6自 由意見

理念 さえ確実 にあれば、非常に有効な手段であ り、こうした種類の学校が増え、子供の個性が

のばしやす い状況に近づくのは好ましい。

All

Q2平 成8年4月 か ら実施(1年 目)

Q3利 点:・ 全教科において教材 ・教具を常備 してお くことができ、授業 を進めるうえで効果的

・能率的である。

・教室移動することで生徒の気分転換にもな り、受け身の学習か ら主体的で自主的な

授業への変換になる。

・学年の枠がな くな り、全校生徒の交流ができる。

問題点:・ 教師が施設設備 を生かした指導法や指導観の意識改革が必要である。

・道徳 ・学活 ・行事を学年単位で計画することができない。

・HR教 室つはあるがそ こが常に自分の教室 ・自分の机ではないので、生徒がクラス

仲間やグループで集 う場所が見つからなかった り、活動が広範囲になるので、生徒

の所在をつかみにくい。

Q5実 施のための条件 ・課題等

・年間を通 して全体 の動 きを考慮 した計画が必要。

・短時間で全校生徒が移動できるよ うな広さと施設が必要。

・授業や行事のはじめと終わ りをそろえる。

・生徒のやる気をお こさせるような教科経営や教材 ・教具の整備。

Q6自 由意見

・教材 ・教具が常設 されている ことや、生徒の所在がつかみにくいことか ら、生徒との信頼関

係を確立 し、盗難やいじめのない学校生活をつ くりあげる ことが大切(生 徒指導の充実)。

・今の教育が新 しい学校 、方法で求めていることは多 く、教師にかけられた期待は大きなもの

があり、教師 自身 の意識改革が必要である。

A12

Q2平 成8年4月 か ら実 施(1年 目)

Q3利 点:・ 教 材 ・教 具等 の移動 が な く

につ なが る。

、その教科 らしい雰囲気作 りができ、学習への意欲づけ
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・.学習結果の掲示や作品の展示ができるので、生徒にとってよい意味での刺激 となる。

・教材研究 ・資料集 めも効果的に速やかにでき、教材研究室的活用がで きる。

問題点:・ 生徒が休憩時間内に移動できるよう、授業の終始時刻を厳守すること。特 に実技教

科 の後が遅れがちになる。

・作業が遅れがちな生徒の休憩時間が少なくなるときが見 られる(HRと 教科教室の

階が違 うとき)。

・授業での学習用具の忘れがやや多 くなる。

Q5実 施のための条件 ・課題等

・教材 ・教具 ・資料等の充実 と活用できる保管体制 の整備に努力すること(教 科教室の数 と備

品等のバランス)。

・生徒の教室移動な ど基本的生活習慣の指導を徹底する。

Q6自 由意見

学級の増減に関係な く継続 して実施するようにする。

A13

Q2

Q3

Q5

昭和45年4月 から実施(27年 目)

利 点:・ 資料 ・教材 ・機器類をまとめてそろえておけるので利用 しやすい。

・作品展示 ・掲示物等教科の特性を出 しやすいので学習効果が上が り、学習の雰囲気

作 りが しやす い(資 料等 を活用した主体的学習が展開できる)。

・教科準備室の機能と連動 させ ることで、教科経営 あるいは実習生指導がしやす い

問題点:・ 教室移動に時間がかか り、休み時間に廊下が混雑しがちである。

・ホームルーム兼用のため、学級指導や道徳の指導 との兼ね合いで工夫が必要になる

(教室内掲示物、時間割編成等)。

・自分 たちの教室であるという意識 が育ちにくい(学 級経営 ・生徒指導 ・生活指導 に

配慮が必要)。

・個 人用ロッカーの容量 に限度があ り、個人の持 ち物の管理が難 しい。

実施のための条件 ・課題等

・移動に支障をきたさな いような余裕のあるスペース(広 い廊下等)の 確保。

・個人の持ち物 を管理 しやす い大型 ロッカーの設置。

・資料 ・作品等 を保管 ・展示する棚 ・掲示スペースの確保。

・教科教室制の特性 を踏 まえた学級 ・学年経営の見直 し、実践。

A14

Q2

Q3

平成7年4月 から実施(2年 目)

利 点:① 教科経営の拠点 として各教科の独 自性をもとにした学習環境 づくりができ、教科指

導を充実 させることができる こと。

②教科教室、オープンワー クスペース(本 校では全教科にある)を 含めて、ゆとりあ

る空間が確保されてお り、学習形態の多様化、個 に応 じた指導ができる こと。

③生徒が教科教室に移動 していく中で、主体的 に学ぼうとする気持ちを持たせ られる

ようになること。

問題点:①1時 間ごとに移動 してい くため、生徒がめんどうくさいと感 じて しまうこと。

②ホームルーム教室やランチルームがないため、学級活動 ・給食な どでは教科教室を
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兼用 しなければならないこと。

③12ク ラス程度までな ら問題はないと思 うが、それ以上に大規模化 した場合、1時 間

ごとの生徒の移動 に混乱が生 じないか懸念されること。

Q5実 施のための条件 ・課題等

1.ホ ームベース(生 徒ロッカールーム兼小会議室)が あるが大変狭い。 ここを教室並の広さ

に拡大 し、学活等が開けるようにする。

2.ラ ンチルームを増設 し、給食する場を確保する。

3.学 校規模は12ク ラスを上限 とし、専任 の教諭を配置できるよう定数基準 を緩和す る。

4。 個別学習、調査学習等が弾力的 に行えるよ う、教材 ・教具の購入 ・作成の経費を大幅に認

め、教員が自主的 ・創造的な指導ができるよう支援する。

Q6自 由意見

本県 では初めて導入された方式であ り、本校では校長 の経営方針のもと 「自主 ・創造」を重視

した学校経営 に取 り組んでいる。個性重視の考えのもとに建て られた学校施設をいかに有効に活

用 するかというのが昨年からの本校の研究課題 となっている。従来の設置基準の考え方では学校

の教育活動がスムーズに展開できない面 もあるので、設置基準を弾力的に運用できるようにする

とともに、ハー ドに適 したソフト面の充実が課題である。教科教室型のメリットをふまえた上で

財政的な支援が得 られるようになると、もっと効果が発揮できるのではないか と思 う。

A15

Q2昭 和63年1月 か ら実施(9年 目)

Q3利 点:1.そ れぞれの教科の雰囲気の中で学習できる。

2.教 科の必要な教材 ・資料 ・機器などがそ こにあるので、教科学習が充実す る。

3,生 徒はその教科を学習するぞ という目的意識 をもって移動 してくるので主体的に

学習に打ち込める。

問題点:1.あ る学年にだけ見せたい資料の掲示ができない。

2.忘 れ物があると次 の人に迷惑。

Q5実 施のための条件 ・課題等

1.生 活の拠点 となるホームベースがあること。

2.大 規模校よ り中 ・小規模校であること(移 動によ り生徒の生活が落ち着かな くなる、移動

が大変)。

Q6自 由意見

全校25人 の小規模校であ り、オープンスクール型の学校であるので、教室移動をすることを通

して、他学年 の生徒 に会 う機会が増えた り、友の姿 を見る ことができるので寂 しい思いをせず、

その上壁 に囲まれていないので開放的にな り、とてもよいと考えている。

A_16

Q2

Q3

平成8年4月 から実施(1年 目)

利 点:・ 教科専用 の充実 した教室環境が整備できる。

・教科コーナー、学年 フロアー等広 々としたスペースで掲示物 ・展示物等工夫ができ

る。

・生徒に自ら学ぶ学習意欲や課題解決への意欲が増大する。

問題点:・ 教科担任 の主体的な工夫 とアイディアが必要。
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・時間の効果的な運用が望 まれる。

Q5実 施のための条件 ・課題等

・教科担任の意欲的な取 り組みが大切。

・時間の効率よい活用。

・生徒の動線を短 くする。

・教科 コーナー ・学年 フロアー等広々とした空間を利用 した学校は、 これか らの学校教育にと

ってプラスになると思 うし、さらに、授業研究 を続けて行 くべきである。

・授業 の工夫。

・イ ンターネ ットによる学習資料の検索。

A17

Q2昭 和49年4月 から実施(23年 目)

Q3利 点:・ 教科教具の移動がいらず、準備が しやすい。

・教材やOHP・VTRの 機器の常設が可能。

・教室の教材掲示の工夫。

・教科教室へ移動 しての授業ということで、生徒の意欲化がはかれ る。

問題点:・ ホームルームの併用のため、機器の管理がやや難 しい。

・生徒の教室移動 による荷物の運搬や保管場所等の問題。

・ある学年が学活でホームルームを使用する場合、他学年の授業教室の確保。

・理科室や技術室な ど特別教室はホームルームとして利用するのは難 しい(か つて利

用 していた)。

・教科教室の机 ・椅子を大切にしない(自 分の机という意識がない)。

Q5実 施のための条件 ・課題等

・生徒の荷物の保管場所(ロ ッカー)等 の整備。

・体育時など更衣室の整備。

・ホームルーム教室(ク ラス数)の 確保(理 科室等は使用できない)。平成5年 まで使用 して

いたが、変更した。

・生徒が休憩時間内で移動できる校舎配置。

・ホームルームの教室は、移動 しやすい一人机の配置がのぞましい。

・学校の備品 に対 して、大切 にす る意識を持 たせることが必要。

A18

Q2平 成4年4月 か ら実施(5年 目)

Q3利 点:

①教材 ・教具の水準を上げ、学習効果を高める ことに寄与 している。

②生徒が主体的 に学習に取 り組む姿勢が培われている。

③教室の時間利用率を高め、スペースの有効利用ができている。

④一斉画一授業か ら個別化教育な ど授業活性化に取 り組み易い素地がある。

問題点:

①生徒指導上の問題を克服できない現実がある。

②教育行政機関の 「教科教室制」 に対する理解 が不足 している。

Q5実 施のための条件 ・課題等
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①異動対象区域内に複数 の実施校が望まれる。

②全国実施校ネ ットワークは必要 と思 う。

③文部省の 「教科教室制 に関する運用プログラム」の提示が待 たれ る。

Q6自 由意見

「教科教室制」導入の契機は、今までのところ、設置者か設計者の提案に限 られている。教師

の現状の改変に対す る抵抗や躊躇があることや、校舎一新 を契機に設置者や設計者の教育改善へ

の期待がある ことも承知 している。私 どもが感 じている課題の一つは、導入 に際 して教師 との本

格的教育論議を回避 しないこと、またそのことに十分時間をかけること。さ らに二つは、校舎 を

現場に渡 して 「後はよろしく」と放置 しないで、設備備品を含 め供用後 もつきあうこと。さらに

三つは、大学などに国から 「教科教室制」に関す る研究委託 と地元小中実施校への援助指導を要

請すること、国か ら県教委へは教育課程研修に 「教科教室制」の講座を開設 し推進 に助力するよ

う働きかけること、市町村が議会 の均衡投資に応 えられるよう、文部省が 「教科教室制」に対 し

て、施設設備、備品などへの別枠補助 をす ることによ り奨励 を実施すれば、従来型教育 を単 に教

室移動 しているだけという形式運用ではない本質的教科教室制が格段 に推進されることは疑 うべ

き もない。

2.「 教 科教 室制 」経 験校

601

Q2実 施 期 間:10年 以 上

Q4取 りや めの理 由:不 詳 。

BO2

Q2実 施期間:10年 未満

Q3利 点:教 材 ・教具の充実

問題点:学 級活動と学級意識(所 属意識)

Q4取 りやめの理由

過去の理由については、教室数不足のためであった。現在は充足されているために実施 してい

ない。校舎が新築 され、学級数の教室が充足されたため。

BO3

Q2実 施期間:10年 以上

Q4取 りやめの理由

生徒指導上の諸問題が多発 したことなどか ら、その対応 として、生徒の居場所 を 「廊下」では

な く 「教室」とす ることが緊要との教職員の認識か ら、普通教室制 に変更 したと伺っている。

このことは、当初か ら予想されていた短所が顕在化 したものと考え られる。

Q5実 施のための条件 ・課題等

本校 にお けるこれまでの経緯から、施設の活用効率 といった観点か らは不経済ではあるが、コ

ンピュータ室、LL教 室、理科室 、金工や木工、被服や調理等の技術家庭科室、音楽室などをホ
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一ムルームとして充てるのではなく、特別教室 とし、別 に生徒の生活の場 となる教室を確保す る。

また、教科経営を重視する教室経営と学級 ・学年経営 を重視する教室経営では、掲示物一つを

と りあげて も大きな違いが生 じると考 える。「心 の居場所」は、「生活の場 としての学級」の在

り方 に負 うところが大きいと考えられるところか ら、教科教室制を進めるには、そ うした面 との

両立が課題 と考える。

教員室 を教科 ごとに設けることは、学年所属 の教員相互の情報交換等に支障が生 じる。特に、

特別活動や道徳の時間の指導などの進めについては大きな課題が残 る。

604

Q2実 施期間:10年 未満

Q4取 りやめの理 由

く生徒指導面で〉

・毎時間の教室移動によ り、休み時間に教師の目が行 き届かなくなった。

・ホームルーム制でないことから、生徒の持ち物の無断貸借 ・盗難等 の問題が起 きた。

・休み時間 ごとに、上 ・下級生の好 ましくない接触が多かった。

〈機器の面で〉

・新製品開発のテ ンポが速 く、公立学校では予算面で追いつかない。また、保守 ・点検に要す

る費用 も多額であった。

・機器 を十分 に使 いこなす人材の不足 と、TTで それ を補お うにも教員数の不足 という問題が

あった。

Q5実 施のための条件 ・課題等

新製品開発 のテンポに追いつけないことが、大 きな問題 と思えるが、これを解決するための予

算確保等の手だての実現が難 しい。

教員配置を増やす ことも重要である。機器 を使 いこなす人材の配置。 きめ細かく生徒に目を向

け られるよ うな教員の人数配置(TTに よる指導、休み時間の生徒指導が十分にできるように)

BO5

Q2実 施期間:10年 未満

Q4取 りやめの理由

・自分たちのクラス所属感が定着せず。

・移動が多 くなるにつれて、行為 ・行動が粗雑になった。

Q5実 施 のための条件 ・課題等

すべての教科 に特別教室 として設けるのであればよい(例:現 理科室な ど)

BO6

Q2実 施期間:10年 以上

Q3取 りやめの理由

普通教室数が不足 していたため、移動教室での授業を実施する必要があったために教科教室制

を導入していた。理科室や家庭科室などをHRと していた学級もあった。その後 、教室数を増や

す ための新館建築が行われ、教室数が増えたため、移動教室の取 りやめと同時 に教科教室制(固

定教科室方式)を 取 りやめた。

Q5実 施 のための条件 ・課題等
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教科教室制を取 りやめてか ら、すでに20年 近 くたっている。当時は生徒数も多 く、移動がき

わめて大変であった と聞いている(当 時の生徒数は1400人 を超え、県下一のマンモス校 だった)。

現在の校舎は新校舎 とな り、当時の校舎はなくなっている。現在、本校では 「教科教室型校舎」

となっていない。

BO7

Q2実 施期間:10年 未満

Q4取 りやめの理由

現在、本校の学級数6,生 徒数200名 だが、昭和33年 の創設時よ り数年間は学級数16-18,生

徒数560-750名 の大規模の時があった。そ の後、急激 に減少して今日に至っている。その大規模

であった ときに、一時的に学級教室が不足 していたために、やむをえず特別教室 を学級教室にせ

ざるをえなかった学級が数年間あったという。従 って、「教科教室制」という制度 を意図的に実

施 したのではなかったようだ。

Q5実 施のための条件 ・課題等

学級教室では道徳 ・学活などを行い、他はすべて教科教室制 にすることになれば、技能教科 と

理科(理 科室)、 英語(LL教 室)は 従来より教科教室 になっているので、他に国語 ・社会 ・数

学 の教室が必要 とな り、大規模な予算 を計上して増築や改造をしなければな らな くなる。

教科教具の活用等は便利になると思われるが、生徒はたえず学習用具をもって校舎内を移動 し

ていな ければな らな くな り、移動時間も必要とな り、多忙のため落ち着 きをなくす ことも予想 さ

れる。

BO8

Q2

Q4

Q5

実施期間:10年 未満(一 部学年のみ)

取 りやめの理由:不 詳。

実施のための条件 ・課題等

現状 として生徒数の増加のため、実施できない。

BOg

Q2実 施期間:10年 未満

Q4取 りやめの理由

不詳。昭和30年 代、英語と職業の選択制が始まった時に、一部教科教室制 を取 り入れた。その

数年後の生徒増に校舎 の増築が遅れた頃も実施 していたようだが、その後教室が整備され取 りや

めたようだ。

B10

Q2

Q3

実施期間:20年 以上

利 点:・ 密度 の濃い授業がで きる。教科指導 の徹底が図れる。

・生徒にとっては新鮮味を増 し、学習意欲 を喚起 させる。

・移動の時間(5分)は 、気分転換が図れる。教 えを乞 うという主体的気持ちを起 こ

させる。生徒自身による規律化が生まれる。

問題点:・ 大人数で移動 に伴 う時間的 けじめ、廊下歩行のきまり、教材の入れ物(カ バン)の

工夫など、集団の規律がより必要となる。
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・机 ・椅子が自分にあったものとならないため、学習姿勢が悪 く、健康面で気 をつけ

ねばならない(視 力低下など)。

・移動時間による学習時間(50分)の 確保が難 しい。

・学級所属(ホ ームルーム)意 識が希薄にな りやす い。

Q4取 りやめの理由

・生徒の体形 に応 じた椅子や机 を使用させたいか ら。

・5分 前に授業 を終了させないと、次時 に間に合わなくなった状況か ら(学 習時間:50分 の確

保 をきちんとしたいため。特 に終末5分 の学習の高 まりを落ち着いて行 うため)。

・学級経営、学級づくりを大事 にしたい。人間性豊かな集団づくりを固定教室で じっくり行い

たいため。

・生徒指導上の問題(教 科教室へ行かれない生徒)の 存在ため。

Q5実 施 のための条件 ・課題等

・移動時間がゆ とりをもってとれるための学習内容の精選(学 習時間の設定工夫) 。

・校舎 ・教室位置の工夫(移 動時間の最長時間の決めだし)。

・ゆとりを持って歩行できる広 い廊下 ・教室。

・体形に応 じて変えられ る机 ・椅子 ・黒板の設置(中1と 中3と では大きなハンデがある)。

・少人数学級による編成(大 規模校の解消) 。

・望 ましい集団づくりの図れる(人 間関係づ くりの図れる)場 となる時間の確保、職員数 の配

置な ど。

・移動する時の約束 ・きま りの設定が必要 になる。

・教科書等を運ぶにふさわしいカバ ン等バックなどの工夫がいる。

Bll

Q2実 施期間:20年 以上

Q4取 りやめの理 由

当時勤務 されていた先生の話によると、「生徒が 自分のホーム教室がないと落 ち着 く場所 がな

かった」 との こと。

Q5実 施 のための条件 ・課題等

職員室がなく、管理室にて職員が朝夕顔 を会わせるだけで、準備室に入 りきりで十分な打ち合

わせや連絡が徹底 しにくい面 もでて くる。

B12

Q2実 施期間:10年 以上

Q4取 りやめの理 由

1。 生徒一人一人が 自分の教室や机 ・椅子を持たないことか ら、落ち着いた学校生活を送れな

かった こと。

2.休 み時間(10分 間)に 全生徒が移動することのデ メリッ トが、移動教室制でのメ リッ トを

はるかに上回っていたこと(「 なぜ移動するのか」生徒は理解できなかった)。

3.同 じ機器や施設 を共通に使用するため、それらが乱雑 に扱われ、故障がちになり、その修

復 に多 くの労力が常に必要であった こと。

4.本 校は、校地がフェンスなどで区切られておらず、出入 りも自由なため、エスケープ した

生徒な どへの対応ができなかったため。
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Q5実 施のための条件 ・課題等

上記の問題点は、教科教室制開始5年 後に指摘 されていた にも拘わ らず、その後10年 間それが続

けられた。昭和50年 代 に全国的に中学校が荒れた時期 、本校 も例外なく大変な状況 になった。そし

て新たに赴任 した校長 ・教職員で建て直 しを図ったのである。その当時 を振 り返ると大変な努力の

あとが うかがわれ る。それ以来、教科教室制 を行 っていない。過去 の歴史 を振 り返 って、「二度 と

同じあや まちを繰 り返 してはならない」 というのが私の個人的意見である。

B13

Q2

Q4

Q5

実施期間:10年 未満

取 りやめの理 由

・授業毎の教室移動のために生徒が落ち着けない。

・クラスホームルームへの愛着の薄 らぎ。

・忘れ物、乱雑な物の扱い、友人関係の複雑化などの生徒指導上の問題が生 じた。

実施のための条件 ・課題等

本校はいわゆる経営困難校 と呼ばれる学校であり、その状況は以前か ら程度の差 こそあるが、現

在 も変わらない。そんな中で、学級を中心にすえた生活指導が不可欠であるため(Q4の よ うな理

由のため)、 本校では教科教室制の実施は困難である。

B14

Q2実 施期間:10年 未満

Q4取 りやめの理由:不 詳。

Q5実 施 のための条件課題等

生徒指導上、常に安定した状態であること。

B15

Q2実 施期間:20年 以上

Q4取 りやめの理由

教科の特性 に応 じた教具の準備ができるものの、6校 時終了時の教室が学級会の場所とな り、

日によって学級会の場所がめまぐるしく変わる。 このため、その教室が自分の学級 という愛着が

わきにくく、教室内の備品等 も大切 にしない一面が見 られた。

Q5実 施のための条件 ・課題等

生徒が学級の一員 としての所属感 をもてるよ うな居場所 を確保することが、大切と考 える。

3.「 教科教室制」未実施校(教 科教室制 も普通教室制 も可能な校舎を持つ学校)

COl

Q2実 施状況:実 施 した ことはない

Q6自 由意見

教科教室型校舎の建設計画を変更 したため、ホームルーム教室部分を多 目的スペースとし、校
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舎 内3カ 所の多目的スペースの活用が十分に図られず、活用 について検討中である。同時に、多

目的スペース、メディアスペースな どのスペースがあることによ り日常生活する普通教室が狭 く、

不便を感 じる。

CO2

Q2実 施状況:実 施 したことはない

CO3

Q2実 施状況:実 施 した ことはない

Q4実 施 しない理 由

オープンスペースのある学校だが、従来の教室制のままでのオープンスペースの利用 にな って

いる。教科教室制を実施すべき特別な理由がないため実施 に至 らない。その実施 に向けた特別な

研究はして いない。教科により特別室の利用はある(図 書室 ・理科室 ・コンピュータ室 ・音楽室

・体育館) 。

Q5実 施のための条件 ・課題等

実施 していないので推測になるが、①教室数に余裕が必要。生徒の居場所の確保。② ロッカー

ルームの充実。③担任の役割の再検討。④生徒の自主性。

Q6自 由意見

教科教室型校舎にするには、教師 ・生徒 ・保護者の意識 をすべて変えなければな らない。イメ

ージを培っておく。その上でシステムの変更を考える必要がある。今か らは子供 の自主性 を育て

るには教科教室型にすべて移行す るのが望 ましいのか もしれないが、生徒指導上の手だてを考慮

すべき。

CO4

Q2実 施状況:実 施 したことはない

Q5実 施のための条件 ・課題等

教科担任の立場か らすると、授業実践に必要な教材 ・教具等が整備 ・準備され、条件的には幾

多のメリッ トがあるかと予想される。しか し学級担任 となった場合、生徒作品の掲示物等で考え

た 「生徒の居場所づくり」とつながる教室経営の点からすると課題があるのではないか。
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